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省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

補助金を交付申請又は受給される皆様へ 

① 補助金に関係する全ての提出書類において、如何なる理由があってもその内容に虚偽の記述を行わないで
下さい。 
 

② ＳＩＩから補助金の交付決定を通知する以前に実施している事業に係る経費については、補助金の交付対象と
はなりません。 

 
③ 補助事業に係る資料、（申請書類、ＳＩＩ発行文書、経理に係る帳簿及び全ての証拠書類）は補助事業の完了

（廃止の承認を受けた場合を含む）の日の属する年度の終了後５年間は、いつでも閲覧に供せるよう保存して
下さい。 
 

④ 補助金で取得、又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該財産の処分制限期間内※１に処分※２しようと
するときは、事前に処分内容等についてＳＩＩの承認を受けなければなりません。また、その際補助金の返還が
発生する場合があります。なお、ＳＩＩは、必要に応じて取得財産等の管理状況等について調査することがあり
ます。 

   ※１ 処分制限期間とは、導入した機器等の法定耐用年数期間※３をいう。 
   ※２ 処分とは、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、廃棄し、又は担保に供する  
      ことをいう。 
   ※３ 法定耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）」 
      に準ずる。   
 
⑤ また、偽りその他の不正な手段により、補助金を不正に受給した疑いがある場合には、ＳＩＩとして、補助金の 

受給者に対して必要に応じて現地調査等を実施します。 
 

⑥ 上述の調査の結果、不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交付決定の取り消しを行うとともに、 
受領済の補助金のうち取り消し対象となった額に加算金（年１０．９５％の利率）を加えた額をＳＩＩに返還して 
いただきます （ＳＩＩは、当該金額をそのまま国庫に返納します）。併せて、ＳＩＩから新たな補助金等の交付を 
一定期間行わないこと等の措置を執るとともに当該事業者の名称及び不正の内容を公表することがあります。 
 

⑦ ＳＩＩは、採択を受けた事業者名、事業概要等をＳＩＩのホームページ等で公表することがあります。 
 

⑧ なお、補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年 
法律第１７９号）の第２９条から第３２条において、刑事罰等を科す旨規定されています。予め補助金に関する
それら規定を十分に理解した上で本事業への申請手続きを行うこととして下さい。 
 

                             一般社団法人 環境共創イニシアチブ 
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※ 一般社団法人 環境共創イニシアチブが執行する省エネルギー対策導入促進事業費補助金（省エネルギー   

相談地域プラットフォーム構築事業）は、経済産業省が定めた省エネルギー対策導入促進事業費補助金交付  

要綱（平成１９・０３・２３財資第９号）第３条に基づく国庫補助金を地域において中小企業等の主に省エネルギー  

に係る課題に対し、きめ細かな支援を実施しようとする者に交付するものです。 

※ 本事業は、事業の効率性・有効性の観点から、「省エネルギー対策導入促進事業費補金」の他の事業（無料省  

エネ診断等事業）と適宜連携して実施します。本事業で得られた情報は、省エネルギー対策導入促進事業費   

補助金の補助事業者が適切に管理し、必要に応じて、省エネルギー対策導入促進事業費補助金の他の事業 

にも共有します。  

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ（以下、「ＳＩＩ」という）が取り扱う補助金は、公的な国庫補助金を財源とし
ており、社会的にその適正な執行が強く求められます。当然ながら、ＳＩＩとしても厳正に補助金の執行を行うととも
に、虚偽や不正行為に対しては厳正に対処いたします。 
 当事業の補助金の交付を申請する方、採択されて補助金を受給される方は、「補助金等に係る予算の執行の 
適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）」をよくご理解の上、また以下の点についても十分にご認識いた
だいた上で補助金受給に関する全ての手続きを適正に行っていただきますようお願いいたします。 
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 ＩＮＤＥＸ 

１－１ 事業の目的 
１－２ 事業内容 
 （１）  補助金名 
 （２）  事業規模 
 （３）  補助対象事業者及び申請単位 
 （４）  補助対象となる事業 
 （５）  事業スキーム 
 （６）  補助対象経費 
 （７）  補助率・補助上限額 
 （８）  公募期間 
 （９） 補助事業期間 
 （１０）平成２８年度事業の補助事業期間の詳細 
 （１１）平成２８年度事業のスケジュール 

１ 事業概要 

３ 事業の実施 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

             ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 
         ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

事業要件 ２ 

３ー１ 応募申請～交付決定 
 （１） 事業の公募 
 （２）  公募の期間 
 （３）  応募申請 
 （４）  審査 
 （５） 採択決定 
 （６） 交付申請 
 （７） 交付決定  
３－２ 補助事業の開始～完了 
 （１） 補助事業の開始 
 （２） 補助事業期間中の事業内容の変更等 
 （３） 進捗状況の定期報告 
 （４） 支援実績の公表 
 （５） 中間検査～補助金の概算払い 
 （６） 補助事業の完了 
 （７） 実績報告～補助金の支払い  
３－３ 継続評価、翌年度交付申請 
３－４ 補助金の支払い以降 

  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 
               ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １０ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １２ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １２ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １２ 

           ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １２ 
        ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １３ 

  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １６ 

４ 申請の方法 

５ 申請書及び添付書類の記入例 

４－１ 必要提出書類 
４－２ 申請方法 
４－３ 書類提出期間及び提出先  

５－１ 応募申請書 
５－２ 添付資料 

  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １７ 
               ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １８ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２０ 
               ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ２３ 

２－１ 補助対象事業者について 
２－２ 協力事業者について 
２－３ 支援対象者について 

６ 資料 

資料１．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 
 

  ・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４０ 
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 中小規模の法人及び個人事業主（以下、「中小企業等」という。）の省エネルギー等に係る課題・支援ニーズは、内外

環境の変化により複雑化・高度化・専門化しており、その取組は、具体的な方法や第三者のアドバイス等のフォロー

アップが必要な状態で停滞をしている状況にある。 

 本事業はそのような中小企業等に対して、省エネルギーに係る現状の把握と情報の整備、中小企業等の実情に合っ 

た省エネ取組の計画（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、確認検証（Ｃｈｅｃｋ）及び計画の見直し（Ａｃｔｉｏｎ）の各段階において   

きめ細かな支援を行う「省エネルギー相談地域プラットフォーム」構築を推進し、ひいては中小企業等の省エネルギー

に係る取組を促すことを目的とする。 
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１ 事業概要 

平成２８年度 省エネルギー対策導入促進事業費補助金 （省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業） 

２．５億円程度 

事業の目的 １ -１ 

（１） 補助金名 

（３） 補助対象事業者及び申請単位 

① 補助対象事業者の要件 

   Ｐ９ 「   -１（２）」参照。 

    

② 申請単位 

   ・ 当該事業を実施しようとする補助対象事業者を代表者とし、１者以上の協力事業者（Ｐ１０「    -２協力事業者 

     について」を参照）と体制を組むこととする。 

   ・ 補助対象事業者もしくは協力事業者の中に、必ず１名以上はエネルギー関連の国家資格（Ｐ１０「     -２   

     協力事業者について」の要件を参照）を保有している者を含むこと。 

   ・ 支援対象地域の単位は最大で都道府県、最小で市区町村とする。複数の地域を支援対象地域として構わない 

     が、その場合は支援対象とする地域毎に拠点を有すること。但し、同一都道府県内の隣接した市区町村を支援 

     対象地域とする際は、一つの拠点でよい。 

 

 

（２） 事業規模 

事業内容 １ -２ 

２ 

２ 

２ 
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 補助対象事業者が、地域において、中小企業等が省エネルギーの促進を目的に実施する計画策定、運用改善及び

設備更新への支援のほか、省エネルギーに取り組む中小企業等の掘り起こし等について、自治体及び中小企業等の

支援に優れた能力・知識・経験等を有する専門家等（以下、本事業において体制に含む専門家等を「協力事業者」

という。）と連携して実施する下記の事業を補助する。 

 
  

① 中小企業等が実施する省エネルギーに係る取組に対する支援  

    省エネルギーに課題を抱える中小企業等（以下、本事業において支援を実施する中小企業等を「支援対象者」と 

   いう。）が実施する次に掲げる省エネルギーに係る取組に対し、補助対象事業者が自ら又は協力事業者をコー   

   ディネートし、支援対象者の取組が円滑に行われるための支援を実施する。 
 
 Ａ．省エネルギーに関する取組の計画（Ｐｌａｎ）に対する支援 

    ・ 支援対象者の実態を踏まえた具体的な省エネルギー対策の提案 

    ・ 省エネルギーを実施するための運用改善計画の策定※１ 

    ・ 省エネルギーを実施するための設備更新計画の策定 

    ・ 省エネルギーを実施するための補助金及び融資制度の情報提供 等 

 Ｂ．省エネルギーに関する取組の実施（Ｄｏ）に対する支援 

    ・ 省エネルギーの計画に基づく、設備更新を伴わない運用改善の実施※１ 

    ・ 省エネルギーの計画に基づく、設備更新の実施 

    ・ 設備更新にあたっての補助金及び融資制度等の利用計画策定 等 

 Ｃ．省エネルギーに関する取組の確認検証（Ｃｈｅｃｋ）に対する支援 

    ・ エネルギー削減量の計測 

    ・ 省エネルギー活動の進捗状況の確認 等 

 Ｄ．省エネルギーに関する取組の計画見直し（Ａｃｔｉｏｎ）に対する支援 

    ・ 省エネルギー活動の改善 等 

 
  
 （注１）省エネルギーに関する計画・実施・確認検証及び計画見直しは、あくまでも支援対象者が実施するので 

      あって、本事業では支援対象者による取組の支援を補助する。  

  ※１  設備更新に係る支援だけでなく、運用改善に係る支援も実施すること。申請時点でできない者については、 

      一般財団法人省エネルギーセンターが省エネルギー対策導入促進事業費の補助事業で実施する研修に     

      参加すること。 

 
 

② 支援対象者の掘り起こしや支援対象者の実態把握（経営状況、エネルギー管理状況、従業員の省エネ意識の    

   状況等） 
 
  Ｅ．支援対象者候補に対する省エネルギーに関する情報発信 

   ・ 省エネルギーに関する相談窓口の設置 

   ・ 省エネルギーに関する広報活動（パンフレットの作成・配布等） 

   ・ 自治体と連携した省エネルギーに関するセミナーの実施 

  Ｆ．支援対象者の省エネルギーに関する現状把握、情報整備 

   ・ 省エネルギーに関する診断の案内・実施 

      （国や自治体等が実施する省エネルギーに関する診断を案内しても良い） 

    ・ 省エネルギー実施事例の紹介、省エネルギー意識を高めるための社員研修 等 
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（４） 補助対象となる事業 
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（５） 事業スキーム 

補助対象事業者、協力事業者及び支援対象者の業務及び要件はＰ９以降参照。 

補助対象事業者 

支援対象者 
（中小企業等） 
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自治体 協力事業者 協力事業者 

ＳＩＩ 

省エネルギー相談 
地域プラットフォーム 

 

※１ 省エネルギー相談地域プラットフォームが対応する中小企業等からの相談について 
 

    ・補助対象事業者の相談窓口への直接の相談。 

    ・「省エネルギー対策導入促進事業費補助金」で新たに整備するホームページ上での相談窓口（以下、「省エネ 

     ポータル（仮称）」という）等への間接的な相談も含む。 
 

    （注１）補助対象事業者は、省エネポータル（仮称）等から連携される相談についても対応できる必要がある（Ｐ９ 
        「     -１（２）補助対象事業者の要件」を参照）。 

 

２ 



補助対象事業者が補助の対象となる事業を実施する上で必要となる費用のうち、以下の経費を補助する。 

区分 経費項目 細目 備考 

人件費※１ 

補助事業に従事する者（管理・運営業務を行う役職員及び補助対象事業者
の組織内に雇用する専門家）の作業時間に対する給料その他手当。 
＊補助員人件費対象者を除く。 

事業費 

会議費 セミナー等開催費 

補助対象事業者が支援対象者の候補となるものに対して、自治体と連携した
セミナー等を開催する際に、協力事業者である講師へ支払う謝金、旅費、  
及び会場借料等。 
＊会場借料は必要最低限の費用とし、茶菓代は含まない。 

謝金 協力事業者謝金※２ 協力事業者が支援対象者に支援を行った際に、補助対象事業者から協力事
業者へ支払う謝金。 

旅費 

協力事業者旅費※２ 協力事業者が支援対象者の事業所等へ出張する際の費用。 

補助対象事業者旅費 補助対象事業者が支援対象者の事業所等へ出張する際の費用。 

補助員 
人件費 

事務補助員臨時雇用経費 

事業を実施するために必要な業務補助を行う補助員（アルバイト等）の賃金等。 
＊専業で雇用した補助員への人件費で、時間単価にて賃金を支払う契約の 
  ものに限る。 

その他諸経費 

事業を実施するために必要な会議費、事務機器等貸借料費、通信運搬費、
印刷費、資料費、備品及び消耗品購入費、その他事業を行うために必要な 
経費。 
（例：補助員の新規雇用に伴う事務機器のリース料、支援対象者候補への  
情報発信に係る外注費、印刷製本費、実態把握に伴うエネルギー測定機器
のリース料等） 
＊補助事業専用で使用するものに限る。 

※１＜人件費に関しての留意点＞ 
 ・ 人件費は、「時間単価×作業時間」によって算出するものとする。 
 ・ 人件費の時間単価は、原則は直近年度の支払実績額に応じた実績単価を用いることとする。支払実績額によりがたい 
  場合には、健保等級単価を用いて時間単価を設定することも可能とする。申請時において、人件費単価計算書（別添 
  ２－１）によってその根拠を説明すること。（詳細は人件費単価計算書（別添２－１）の注意書き等を参照） 
 ・ 人件費の総額は、事業費の２０％を上限とする。 
 ・ 補助員人件費対象者は除く。 

 【補助対象外となる経費】 
  ・ 本補助金の申請書作成に係る費用 
  ・ 事務所借料費 
  ・ 本事業以外の補助事業・委託事業等で実施される省エネ診断等に係る費用 
  ・ 同一支援対象者への１５人回を超える協力事業者の支援に係る謝金及び旅費 
  ・ 補助対象事業者の営業活動及び営利活動となる経費 
  ・ 協力事業者の営業活動（自社省エネ設備の販促等）となる経費 
  ・ 移動時間に係る協力事業者の謝金、補助対象事業者の人件費  
  ・ 資産となる経費（取得価格が２０万円以上の物品購入費等） 
  ・ その他ＳＩＩが補助対象外と判断したもの 

  

※２＜協力事業者謝金、旅費に関しての留意点＞ 
 ・ 同一の支援対象者には、１５人回の支援まで謝金、旅費を計上することができる。（１５人回を超える支援については、  
  実施をしても構わないが、補助の対象とはならない。複数年度事業においては期間全体で３０人回を上限とする。） 
 ・ 謝金の単価は、原則補助対象事業者の内規に従うこと。内規がない場合もしくはＳＩＩが不適切な単価と判断した場合 
  は、ＳＩＩが別途定める規定に従うこと。 
 ・ 謝金の対象は、原則支援対象者に対して直接支援を行った時間の範囲とし、移動時間等は含まない。但し、説明資 
  料準備、報告書作成等の成果物が確認できる内容に限り、直接支援を行った時間以外も認められる。この場合、補助 
  対象事業者は成果物の検収を行うこと。 

（６） 補助対象経費 
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 （注１） 補助対象経費の費目及び上限額は、次年度以降変更の可能性があるため、留意すること。 
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複数年度の提案にあたっての注意事項 

  ・ 申請期間において毎年度補助事業を実施すること。 

  ・ 年度毎の交付申請額は、初年度に計画した金額を上限とする。また、交付申請額が予算額を超える場合等に 

      は、補助金額が減額される（状況によっては交付決定されない）場合がある。 

  ・ 各年度内に実施される継続評価を受けなければならない。 

  ・ 継続評価においては、外部審査委員会によって、当該年度の実績及び翌年度以降の活動に関する計画に    

   ついて評価がなされる。評価によっては、翌年度の継続が認められない場合がある。 

  ・ 継続評価の結果、翌年度の継続が認められた場合は、継続評価の結果及び翌年度の公募要領等を踏まえて 

   事業内容及び支出計画を見直しのうえ、交付申請を行い、交付決定後に事業を開始しなければならない。 

  ・ 協力事業者の謝金・旅費の計上は、同一の支援対象者に対して、期間全体で３０人回までの支援とする。 

   （期間全体で３０人回を超える支援を実施しても構わないが、補助の対象とはならない） 

 

【補  助  率】  定額  

【補助上限額】  補助対象事業者１者あたり、１０，０００千円/年度 

補助金額は、申請内容を基に適切な費用の範囲に精査されたうえで決定される。  

消費税の取り扱いについて 

   原則、補助対象経費として認めない。但し、申請者が以下①～⑦のいずれかに該当する場合は、消費税等を   

 補助対象経費に含める※１ことができる。 

  ※１ 消費税等を補助対象経費に含める場合は、省エネルギー対策導入促進事業費補助金（省エネルギー相談   

     地域プラットフォーム構築事業）交付規程（以下、「交付規程」という。）に基づき、消費税額及び地方消費税額   

     の確定に伴う報告書を提出のうえ、消費税の確定申告時に仕入控除した消費税等相当額のうち、補助金充当   

     額について返還を行う。 

     ① 消費税法における納税義務者とならない者 

     ② 免税事業者 

     ③ 簡易課税事業者 

     ④ 国若しくは地方公共団体（特別会計を設けて事業を行う場合に限る）、消費税法別表第３に掲げる法人 

     ⑤ 国又は地方公共団体の一般会計である者 

     ⑥ 課税事業者のうち課税売上割合が低い等の理由から、消費税仕入控除税額確定後の返還を選択する者   

     ⑦ 申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでない者 
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平成２８年４月６日（水）～平成２８年５月９日（月）１７：００（必着）  
交付決定前に実施している事業に係る経費については、全て補助対象外となる。 

最長で３年間の提案も可とし、年度毎に下記の期間での実施とする。 

① １年度目：交付決定日～平成２９年１月１３日（金） 

② ２年度目：交付決定日～平成３０年１月１５日（月）（予定） 

③ ３年度目：交付決定日～平成３１年１月１５日（火）（予定） 

（注１） 複数年度の提案が採択された場合、２年度目以降の補助事業の実施にあたって、改めて単年度で提案を 

     行う者よりも早期に交付申請を行うことができる。複数年度の提案にあたっては、下記注意事項を参照のこと。   

     但し、次年度以降の交付決定を保証するものではないので十分注意すること。 

（７） 補助率・補助上限額 

（８） 公募期間 

（９） 補助事業期間 
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下記のスケジュールで補助事業を実施する。 

（１１） 平成２８年度事業のスケジュール 

（１０） 平成２８年度事業の補助事業期間の詳細 

・ 補助事業実施期間                    

・ 補助事業定期報告提出期限              

・ 中間検査実施時期                    

・ 補助事業完了期限                    
                                              

・ 補助事業実績報告書提出期限             

・ 継続評価 （複数年度の提案を行う事業者のみ）  

     

： 交付決定日～平成２９年１月１３日（金） 

： 原則、交付決定日以降の毎月１５日  

： 平成２８年９月～平成２８年１０月３１日（月）（予定） 

： 平成２９年１月１３日（金）  

 原則、上記期限までに事業に係る全ての支払いを完了すること。 

： 補助事業完了の日から起算して３０日以内 

： 平成２９年１月～３月（予定） 

     

  年間予定 ＳＩＩ 申請者 

公 
募 

審
査 
・ 
採
択 
・ 
交
付
決
定 

事
業
の
実
施 
・ 
検
査 
・ 
支
払
い 

■「補助事業完了」期限 
  平成２９年１月１３日 

公募情報公表（ＨＰ）・ 
公募説明会開催 

「採択通知書」発行・ 
「採択事業者向け説明会」開催 

事業開始 

「補助事業実績報告書」 
作成～提出 

「額の確定通知書」 
発行・発送 

補助金支払い 補助金入金 

確定検査 

補助事業完了（支払い完了） 

「応募申請書」 
受理 

 
 

「応募申請書」及び 
必要書類作成～提出 

 
 

□継続評価  
  平成２９年１月～３月（予定） 

「応募申請書」 
審査・選考 

「精算払請求書」  
発行・発送 

■「応募申請書」受付開始 
  ４月６日 

■「応募申請書」受付締め切り 
  ５月９日 

■交付決定 
  ５月下旬～６月中 

面談参加 
（該当者のみ） 

「交付申請書」 
作成～提出 

「交付申請書」 
受理 

「交付決定通知書」 
発行・発送 

中間検査 

補助金概算払い 

□「面談審査」 
  ５月下旬（２４日もしくは２５日を予定） 

■「採択事業者向け説明会」 
  ５月下旬（２４日、２５日、３０日、３１日 
  のいずれかを予定） 

■中間検査 
  ９月～１０月 

□補助金概算払い 
  １１月末 

■「補助事業実績報告書」提出期限 
  事業完了日から３０日以内または   
  平成２９年２月１２日のいずれか早い日 

■確定検査 
  平成２９年２月中 

■補助金支払い 
  平成２９年３月３１日まで 

※□は該当者のみ 

補助事業定期報告 

□平成２９年度交付申請  
  平成２９年４月（予定） 

平成２９年度 
「交付申請書」提出 

継続評価 

（複数年度の提案を行った事業者のみ） 

面談審査 
（必要に応じて実施） 
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２ 事業要件 

補助対象事業者について ２ -１ 

 補助対象事業者は、支援対象者の省エネルギーに係る課題に対し、支援に優れた能力・知見・実績等を有する 

協力事業者等と連携し、きめ細かな支援を行う。 

 

（１）業務 

 補助対象事業者は、補助対象となる業務（Ｐ４    -２（４）参照）を実施するために必要な協力事業者等のコーディ

ネート及び中小企業等への支援の窓口機能を担う。また、補助対象とはならない自主的な取組として、各事業者（補助

対象事業者、協力事業者、支援対象者）が連携し、次のような取組を行う。  

 ① 国等の中小企業支援策に関する情報の発信 

 ② ビジネスマッチングイベントの実施 

 ③ 省エネルギー相談地域プラットフォーム内の連携強化のための取組 

 ④ 省エネルギー相談地域プラットフォームの支援能力向上のための取組  
 

（２）要件 

 補助対象事業者は、以下①～⑫の要件を全て満たす事業者であること。  

 ① 補助対象事業者は、地域に立脚した中小企業等の支援を主たる業務としている自治体・事業者（法人、団体、    

   組合）であること。但し、自治体以外の法人、団体、組合においては支援対象地域の自治体の合意のもと、必ず  

   自治体を入れた体制を組み、日常的に事業での連携を図ること。想定している事業者の例は以下の通り。  

  ・ 自治体 

  ・ 商工会、都道府県商工会連合会 

  ・ 商工会議所 

  ・ 都道府県中小企業団体中央会 

  ・ 都道府県商店街振興組合連合会 

  ・ 自治体等と連携する中小企業支援機関（技術支援センター、産業振興センター等） 

  ・ 中小企業支援法（昭和３８年法律第１４７号）第７条に定める指定法人 

  ・ 地方銀行、第二地方銀行、信用金庫、信用組合   

  ・ その他過去の実績等に照らし、適切に専門家をコーディネートする能力があると認められる法人、団体、組合 

  ② 日本国内の支援対象地域に拠点を有していること。 

  ③ 予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しないものであること。 

  ④ 経済産業省所管補助金等交付等の停止及び契約に係る指名停止等措置要領（平成１５・０１・２９会課第１号）別表 

   第一及び第二の各号第一欄に掲げる措置要件のいずれにも該当しないこと。  

 ⑤ 年度毎に５者以上（⑥を含めると８者以上）の支援対象者に対して活動が行える体制及び計画を有すること。  

 ⑥ 省エネポータル（仮称）等を介した相談に対応すること。また、そのうち３者以上（複数年度事業の場合は年度毎に 

       新たに３者以上）に対して活動が行える体制及び計画を有すること。 

 ⑦ ＳＩＩより依頼するアンケート、ヒアリング等（協力事業者、支援対象者を対象とするものも含む）へ協力できること。  

 ⑧ 成果物として、ＳＩＩの指定する月次報告書、成果報告書等を決められた期限までに提出・報告できること。 

 ⑨ 協力事業者及び支援対象者に対して、支援実績等がＳＩＩホームページで公開されること等への了解を得ること。 

 ⑩ 本事業で得られた情報は、「省エネルギー対策導入促進事業費補助金」で実施する事業間で共有・活用されること 

   を了承すること。 

 ⑪ ＳＩＩが実施する説明会や講習会に参加すること。 

 ⑫ 本事業において補助事業完了後も中長期的に活動を継続する体制及び計画を検討し、検討の結果をＳＩＩに報告 

   すること。  

１ 
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（３） 体制 

 補助対象事業者は、中小企業等の相談窓口として対応する職員（事務補助員を除く）を配置し（複数拠点がある場合

には各拠点に１名以上）、協力事業者及び自治体と連携して事業を実施すること。なお、補助対象事業者もしくは協力

事業者の中に、必ず１名以上はエネルギー関連の国家資格（後述  －２協力事業者について」の「（２）要件」

を参照）を保有している者を含むこと。 
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 原則として、補助対象事業者の支援対象地域も含めた地域で活動している事業者・個人とする。また、協力事業者は

補助対象事業者と連携し、本補助事業に取り組むものとする。なお、協力事業者の登録は個人単位とする。 

 

（１） 業務 

 協力事業者は、補助対象事業者のコーディネートの下、支援対象者の経営課題や事業課題等に対して、専門領域

におけるアドバイス等を実施し、支援対象者の省エネルギーに係る課題を解決するための支援を行う。  
 
 

（２） 要件 

① 協力事業者は、次に該当する資格を有する者であること。 

   下記資格を有しないものの、有資格者と同等の能力を有することが、業務経歴書や所属法人からの証明書等に  

  より判断ができる場合に限り、認める場合がある。 

【エネルギー関連の国家資格】 

 ・ エネルギー管理士 

 ・ 技術士 

 ・ 建築士 

 ・ ガス主任技術者 

 ・ 電気主任技術者  

 ・ ボイラー・タービン主任技術者 

 ・ その他上記に類する関連国家資格 

【経営相談関連の資格】 

 ・ 公認会計士 

 ・ 中小企業診断士 

 ・ 経営士 

 ・ 税理士 

 ・ 社会保険労務士 

 ・ ファイナンシャルプラン技能士 

 ・ 行政書士 

 ・ 司法書士 

 ・ その他上記に類する関連資格 

② 日本国内に拠点を有していること。 

③ 予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しないものであること。 

④ 経済産業省所管補助金等交付等の停止及び契約に係る指名停止等措置要領（平成１５・０１・２９会課第１号）別表 

  第一及び第二の各号第一欄に掲げる措置要件のいずれにも該当しないこと。 

⑤ 補助対象事業者の要請により、支援対象者に対し専門領域におけるアドバイス等の支援が行えること。 

 
 
 

協力事業者について ２ -２ 

２ 
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（１）要件 

 ① 日本国内に拠点を有し、現に事業活動を行っていること。 

 ② 原則として、補助対象事業者の支援対象地域において事業を行っている中小企業等※１であること。 

 ③ 省エネルギー法に基づくエネルギー管理指定工場等を有していないこと。 

 ④ 省エネルギーに関する診断※２を既に受診済である（もしくは診断を受ける予定）であること。 

  

 ※１ 中小企業等とは、下記①～⑥の区分において、A. B. のいずれかの条件に該当する法人、もしくは個人事業主。 
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 ※２ 省エネルギーに関する診断とは、下記の２点が提示される診断を指す。 

     ・ エネルギー使用実態に関する定量的な分析 

     ・ 今後の改善についての提案 

       補助対象事業者が本事業で実施する診断のほか、「省エネルギー対策導入促進事業費補助金」で実施する 

    無料省エネ診断や自治体等が実施する診断等を含む。 

支援対象者について -３ ２ 

区分（業種等） 
   資本金の額 
   または出資の総額 

    常時使用する 
    従業員の数 

①製造業、建設業、運輸業、 
  その他の業種（②～⑤を除く） 

３億円以下 ３００人以下 

②卸売業 １億円以下 １００人以下 

③サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下 

④小売業 ５，０００万円以下 ５０人以下 

⑤医療法人、社会福祉法人等 ー ３００人以下 

⑥特別の法律によって設立された 
  組合及びその連合会等 

構成員たる事業者の３分の２以上が上記①～⑤
の基準を満たす 

Ａ.  Ｂ.  
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  ＳＩＩは、本事業のＷｅｂページ（https://sii.or.jp）において一般公募を行う。また、同Ｗｅｂページに適宜公募関連          

情報を掲載する。 
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３ 事業の実施 

平成２８年４月６日（水）～平成２８年５月９日（月）１７：００（必着） 
  
 ・ 交付決定前に実施している事業に係る経費については、全て補助対象外とする。 

 ・ 必要に応じて５月２４日（火）もしくは５月２５日（水）に面談審査を実施する。面談審査の有無、日程及び詳細に  

  ついては書類受付後に個別に通知する。 

  申請者はＷｅｂページ（https:/sii.or.jp）より様式をダウンロードし、以下の資料について電子ファイルを作成のうえ、 

紙面（正本１部、副本１部）及び電子ファイルを記録したＣＤ－ＲもしくはＤＶＤ－ＲをＳＩＩ宛てに郵送すること。 

  ① 提出資料チェックシート  

  ② 応募申請書 

  ③ 補助事業概要説明書（別添１） 

  ④ 協力事業者一覧（別紙１） 

  ⑤ 支援対象者（予定）一覧（別紙２） 

  ⑥ 支出計画書（別添２） 

  ⑦ 人件費単価計算書（別添２－１） 

  ⑧ 単価説明シート（別添２－２） 

  ⑨ 支出計画の根拠が分かる資料（内規等）  

  ⑩ エネルギー関連資格証明資料（別添１：４．（３）の表に記載の者のみ） 

  ⑪ 直近年度の会計に関する報告書（財務諸表等） 

  ⑫ 補助事業者の機関概要が分かる資料（パンフレット、会社案内等） 

 

（注１） 書類の提出にあたっては、書類の漏れがないかを提出資料チェックシートを用いて確認を行い、申請書類と 

     共に郵送すること。  

（注２） 提出した書類と同一の書類を、控えとして上記の順にまとめて保管しておくこと。 

（注３） 申請書類は、郵送等配送状況が確認できる手段で送付すること（直接の持参は不可）。 

（１） 事業の公募 

（２） 公募の期間 

（３） 応募申請 

応
募
申
請 

書
類
審
査 

面
談
審
査 

採
択
決
定 

交
付
申
請 

継
続
評
価 

平
成  

年
度
交
付
決
定 

２８ 

平
成  

年
度
補
助
事
業 

２８ 

平
成  

年
度
交
付
決
定 

２９ 

平
成  

年
度
補
助
事
業 

２９ 

※２ 

※１ 

必要に 
応じて 
実施 

※１ 採択決定とは、補助金の交付先候補に決定したことを表す。この時点で交付条件に付いて確定していない。 
※２ 交付決定とは、交付申請の内容が適当であると認められ、補助金交付先として決定したことを表す。 
    応募申請及び交付申請にあたって複数年度の提案を行う場合においても、交付決定は年度ごとに行われる。 
    補助事業においては、交付決定日より前に発生した経費は補助対象経費にならない。 

複数年度の提案を行う事業者のみ 

（平成２９年度での実施） 

応募申請～交付決定 ３ -１ 

事業スケジュール 
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① 審査項目 

 A. 要件適合性 

  ・ 補助対象事業者としての要件に適合しているか。  

  ・ 補助対象事業者と連携する専門家は協力事業者としての要件に適合しているか。  

  ・ 計画で挙げた支援予定先は支援対象者としての要件に適合しているか。  
 
 B. 補助事業の計画の妥当性・有効性  

  ・ 補助事業の目的と整合しているか。 

  ・ 想定される支援対象者に対して、効果的な支援が実施できる計画となっているか。 

  ・ 支援対象者の実情に合わせて、複数の支援方策を採ることが想定されているか。 

  ・ 支援対象者への運用改善に係る支援を実施できる体制が構築されているか。もしくは、事業期間中に構築される 

    ことが期待できるか。 

  ・ 支援対象者への投資改善に係る支援を実施できる体制が構築されているか。もしくは、事業期間中に構築される 

    ことが期待できるか。 

  ・ 支援対象者の省エネの取組に対して幅広い支援が実施できる体制が構築されているか。もしくは事業期間中に 

    構築されることが期待できるか。 

  ・ 支援対象領域（地域、業種等）の支援対象者候補が相談しやすい工夫が見られるか。 

  ・ 支援対象領域（地域、業種等）のより多くの支援対象者候補が省エネルギーに係る取組を行うことが期待できるか。 

  ・ 計画を実行するのに十分な体制及び実績を保有しているか。 

  ・ 補助事業終了後も本事業で構築した省エネルギー相談地域プラットフォームの活動を継続できるよう、自走化に 

    向けた検討を行う計画（経済的自立の計画も含む）を有しているか。 

  ・ 地域において既に自治体等が省エネ診断あるいは省エネ診断後のフォローアップを実施している場合、本事業 

    において事業を実施することが望ましいか。 
 
 C. 支出計画の妥当性  

  ・ 支出計画に補助対象外、あるいは使途が不明瞭な経費が含まれていないか。 

  ・ 人件費、事業費における単価の根拠に妥当性があるか。 

 

② 審査方法 

   関係分野の有識者で構成された審査委員会において、審査項目に従って審査を行う。（また、必要に応じて   

 面談審査※１を実施する。面談審査の有無、日程及び詳細については、書類受付後に個別に通知する。） 

 ※１ 面談審査は平成２８年５月２４日（火）もしくは平成２８年５月２５日（水）のいずれかに実施する予定。 

 
 
③ 補助対象事業者の選定 

   審査項目に従った審査の結果及び支援対象領域（地域、業種等）のバランスを考慮し、審査委員会の審査を 

 踏まえて選定する。   

   なお、採択額が予算額を超える場合は、交付決定額を調整する場合がある。 

 

（４） 審査 
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交付規程、事務処理マニュアル、採択事業者向け説明会の内容等を踏まえ、交付申請を行う。  

交付申請の内容が適当であると認めた場合、補助金交付先としての交付決定を行う。 

応募申請にあたって複数年度の提案を行う場合においても、申請及び交付決定は年度毎に行われる。 

補助事業においては、交付決定日より前に発生した経費は補助対象にならない。 
 

交付決定の通知・公表 

 ・ ＳＩＩは、交付決定した補助対象事業者宛てに交付決定通知を送付する。  

 ・ ＳＩＩは、交付決定した補助対象事業者について、事業者名、事業概要等をＷｅｂページ（https//sii.or.jp）への掲載 

  をもって公表とする。 

 

（６） 交付申請 

（７） 交付決定 

補助金の交付先候補として選定された事業者に対して採択決定を行う。 

採択決定とは、補助金の交付先候補に決定したことを表す。この時点では交付条件について確定していない。 

審査の過程に関する質問に対して、ＳＩＩは対応しない。 
  
  

 ① 採択結果の通知 

    ・ 採択結果は、申請者に文書で通知する。  

   ・ 採択事業者に対して、事務処理マニュアル及び採択事業者向け説明会の案内を送付する。  
 

 ② 採択事業者向け説明会の開催 

   ・ 採択事業者向け説明会（採択以降の手続き及び事業実施方法の説明会）を開催する。 

   ・ 平成２８年５月２４日（火）、５月２５日（水）、３０日（月）、５月３１日（火）のいずれかを予定。 

    （開催時間等は採択事業者に別途連絡する）  

 

 

（５） 採択決定 
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補助対象事業者は、ＳＩＩから交付決定通知を受けた日以降に補助事業を開始する。 

※交付決定前に発生した経費は補助対象にならない。 
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 補助対象事業者は、事業の進捗状況について定期報告を行う。 なお、報告方法は別途定める事務処理マニュアル

に沿って行うものとする。 

ＳＩＩは補助対象事業者から報告された支援実績を随時Ｗｅｂページ上で公開する。  

 補助対象事業者は、下記のいずれかの時点をもって、補助事業の完了とする。また、補助事業を完了した場合は、   

事務処理マニュアルに沿って補助事業完了報告書を提出する。  

・ 交付申請で掲げた目的と内容が達成された場合。  

・ 所定の事業期間に達した場合。 

① 中間検査 

 中間検査においては、主に、補助対象事業者が本事業のために使用した経費のうち、特に公募要領において 

認められた費用の使用状況を確認する。具体的には、経理書類及び証ひょう類の確認、面談による経費使用実態に

ついての聞き取り等を行う。 
 
② 補助金の概算払い 

 支払いは原則精算払いとするが、中間検査内容に問題がなければ、概算払いを希望する補助事業者に対し、 

補助金の概算払いを行うことも可とする。 

・ 補助対象事業者は、ＳＩＩが概算払い金額を確定した後、「概算払請求書」をＳＩＩに提出する。  

・ ＳＩＩは、「概算払請求書」の受領後、補助対象事業者に補助金を支払う。  

  

補助事業の開始～完了 ３ -２ 

（３） 進捗状況の定期報告 

（４） 支援実績の公表 

（６） 補助事業の完了 

（５） 中間検査～補助金の概算払い 

（２） 補助事業期間中の事業内容の変更等 

事業の実施中に事業内容の変更の可能性が生じた場合は、予めＳＩＩに報告し、その指示に従うものとする。 

① 実績報告 

  補助対象事業者は、事業完了した日から起算して３０日以内に、「補助事業実績報告書」をＳＩＩに提出する。 
 
② 確定検査及び補助金額の確定 

  ＳＩＩは、補助対象事業者の実績報告を受けて、交付規程に基づき確定検査を行う。 

  補助事業実績報告書に係る書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、交付すべき補助金の額を確定する。  
 
③ 補助金の支払い 

 ・ 補助対象事業者は、ＳＩＩが補助金額を確定した後、「精算払請求書」をＳＩＩに提出する。  

 ・ ＳＩＩは、「精算払請求書」の受領後、補助対象事業者に補助金を支払う。  

 

（７） 実績報告～補助金の支払い 

（１） 補助事業の開始 
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※複数年度の提案を行う事業者のみ 
 

① 継続評価 

 外部審査委員会によって、当該年度の実績及び翌年度以降の活動に関する計画について評価がなされる。評価

によっては、翌年度以降の継続が認められない場合がある。 
 
② 翌年度交付申請 

 翌年度以降の交付申請が認められた事業者は、継続評価の結果及び翌年度の公募要領等を踏まえて事業内容 

及び支出計画を見直しのうえ、交付申請を行い、交付決定後に事業を開始する。 

 なお、年度毎の交付申請額は、初年度申請時に計画された金額を上限とする。また、交付申請額が予算額を超え

る場合等には、補助金額が減額される（状況によっては交付決定されない）場合がある。 

 補助金の支払い以降、成果普及を目的とした経済産業省等が実施するイベント等への参加を依頼することがある。 

また、補助金の支払いに際し整備した帳簿及びすべての証拠書類については、補助金の支払い以降も他の経理と 

明確に区分して保管すること。 

継続評価、翌年度交付申請  ３ -３ 

補助金の支払い以降 ３ -４ 
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必要提出書類 ４ -１ 
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No 提出書類名 様式 備考 

１ 提出資料チェックシート 指定 
提出書類に抜け漏れがないよう、チェックを入れて 
使用すること。 

２ 応募申請書 指定 要押印。 

３ 補助事業概要説明書 
指定 

（別添１） 
補助事業の目的及び内容や支援計画、実績や体制
等を記載すること。 

４ 協力事業者一覧 
指定 

（別紙１） 
協力事業者としての参加について、あらかじめ合意を
得た者のみを記載すること。 

５ 支援対象者（予定）一覧 
指定 

（別紙２） 
想定される支援回数及び支援対象者等の情報を 
記載すること。 

６ 支出計画書 
指定 

（別添２-Ａ） 
（別添２-Ｂ） 

想定される支援計画に基づき、支出に係る各費目の
内訳及び合計を算出すること。 

７ 人件費単価計算書 
指定 

（別添２-１） 

要押印。 
補助事業に従事する者の直近年度の人件費年額 
から本補助事業に係る時間単価を割り出すこと。 

８ 単価説明シート 
指定 

（別添２-２） 
支出計画書で計上した謝金の単価について、添付書
類の参照を以って根拠を説明すること。 

９ 支出計画の根拠が分かる資料 自由 
支出計画書に記載の費目単価を説明する根拠となる
資料を提出すること。内規等を想定。 

１０ エネルギー関連資格証明資料 自由 
協力事業者の要件にある資格を証明する資料を  
提出すること。（補助事業概要説明書の４．（３）の 
国家資格保有者のリストに記載の者のみが該当する） 

１１ 直近年度の会計に関する報告書 自由 財務諸表等 

１２ 
補助事業者の機関概要が分かる 
資料 

自由 パンフレット、会社案内等 
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申請方法 ４ -２ 

・ ＳＩＩホームページより「提出書類様式」をダウンロードし、申請に必要な書類を作成する。 

・ 申請者は、公募期間中に下記の資料について電子ファイルを作成のうえ、紙面（正本１部、副本１部）及び電子  

  ファイルを記録したＣＤ－ＲもしくはＤＶＤ－ＲをＳＩＩ宛てに郵送すること。 

  なお、提出した書類と同一の書類を控えとして、下記の順にまとめて保管しておくこと。 

公募要領の確認 

ＳＩＩホームページから 
書類をダウンロード 

必要書類の収集・作成 

必要書類の用意 

申請書類の送付 

・ 公募要領の内容をよく確認する。 

※ 書類不備は不採択の要因となり得るので十分留意すること。 

・ 申請に必要な提出書類様式をＳＩＩホームページよりダウンロードする。 

・ 応募申請に必要な書類を収集・作成する。 

・ 作成した申請書類の紙面（正本１部、副本１部）及び電子ファイルを記録した   
  CD-ＲもしくはDVD-Ｒを用意する。 

・ 応募申請書に押印し、すべての添付資料と一緒にＳＩＩに送付する。 
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①提出資料チェックシート 

②応募申請書 

③補助事業概要説明書（別添１） 

④協力事業者一覧（別紙１） 

⑤支援対象者（予定）一覧（別紙２） 

⑥支出計画書（別添２） 

⑦人件費単価計算書（別添２－１） 

⑧単価説明シート（別添２－２） 

⑨支出計画の根拠が分かる資料 

⑩エネルギー関連資格証明資料 

⑪直近年度の会計に関する報告書 

⑫補助事業者の機関概要が分かる資料 

揃える順番 

左上をダブルクリップ、ホッチキス
等で束ねる。 
書類が厚くなる場合はファイル等
に綴じることも可。 

＜申請書類のまとめ方＞ 

正本１部 
・押印必須 
・片面印刷 

ＳＩＩへの提出物一式 

副本１部 
・正本の写し 
・両面印刷可 
・コピー可 

（社）○× 
「△□事業」 

ＣＤ-Ｒ（ＤＶＤ-Ｒ）１枚 
・法人・団体等名を明記 
・事業名を明記 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjAjY_h3O_LAhUFUZQKHbxDCVsQjRwIBw&url=http://illpop.com/gadget01.htm&psig=AFQjCNHCyIMJoSzmktcCFXPVj75lrBpT3Q&ust=1459678612998013
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省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

書類提出期間及び提出先 ４ -３ 

（１） 申請書類提出期間 

平成２８年４月６日（水）～平成２８年５月９日（月）１７：００（必着）   
 ※ 交付決定前に実施している事業に係る経費については、全て補助対象外とする。 
 ※ 必要に応じて５月２４日（火）もしくは５月２５日（水）に面談審査を実施する。面談審査の有無、日程及び詳細  
   については書類受付後に個別に通知する。 
 ※ 提出書類は、配送事故などに備え、配送状況が確認できる手段で送付すること。 
 ※ 持込みによる提出は認めない。 
 ※ 送付宛先には略称「ＳＩＩ」は使用しないこと。 
 ※ 提出書類は返却しないので、必ず写しを控えておくこと。 

（２） 申請書類提出先 

 
   〒１０４‐００６１ 
   東京都中央区銀座２‐１６‐７ 恒産第３ビル７階 
 
   一般社団法人 環境共創イニシアチブ  
   省エネルギー相談地域プラットフォーム担当 宛 
 

    「平成２８年度 省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業」 

     応募申請書類在中 

 

誤記等に注意すること。 

  ※ 郵送時は、必ず赤字で「平成２８年度 省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業」 

     応募申請書類在中と記載のこと。 
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省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

平成２８年○月○○日 

 

  一般社団法人 環境共創イニシアチブ 

  代 表 理 事  赤池 学  殿 

 

申 請 者 住   所 〒○○○-○○○○ 

○○県○○市○○ ○－○－○○ 
 

名   称 ○○法人 ○○○○ 
 

代表者の役職・氏名 代表理事 ○○ ○○ 印 

 

平成２８年度省エネルギー対策導入 促進事業費補助金 

（省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業）応募申請書 

 

省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 について、下記の通り申請します。 

 

記 

 

１．補助事業の名称（事業名は２５文字以内とする）                                   

○○○○○○○○○○ 事業 

２．補助事業の目的及び内容  

  別添１ 「補助事業概要説明書」による。 

 

３．補助事業の実施計画  

  別添１ 「補助事業概要説明書」による。 

 

４．補助金交付申請額 

  （ １ ）平成２８年度 

補助事業に要する経費  ○○○，○○○，○○○ 円  

補助対象経費 ○○○，○○○，○○○ 円  

補助金交付申請額 ○○○，○○○，○○○  円  

 

20 

５ 申請書及び添付書類の記入例 

＜申請書記載の注意事項＞ 
応募申請書は、片面印刷とすること 

・申請日を記入すること 
・公募期間内であること 

商業登記簿謄本もしくは青色
申告書に記入されている通り 
・本店所在地 
・商号又は名称 
・代表者役職、代表者氏名 
を記入すること 

・今回申請する事業の名称として、  
 すべての提出書類にて名称を 
 一致させること 
・補助事業の名称は２５文字以内 
 とすること 

-１. 応募申請書 ５ 

平成２８年度の事業費を 
記入すること 

応募申請書（１／２） 

登録されている印 
であること 

代表理事名は「赤池 学」
と記入すること 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

（ ２ ）事業全体（２年間）  

補助事業に要する経費  ○，○○○，○○○，○○○ 円  

補助対象経費 ○，○○○，○○○，○○○ 円  

補助金交付申請額 ○，○○○，○○○，○○○ 円       

※単年度事業で申請する場合は、（１）と同じ金額を記載すること。 

 

単位（円） 

※本申請の対象年度に（○）を記載すること 

 

５．補助事業の完了予定日  

交付決定日～平成２９年 １月１３日 

※本申請の対象年度における完了予定日を記載すること。 

 平成２８年度 

（○） 

平成２９年度 

 

平成３０年度 

 
合計 

補助事業に要する経費 
○○○，○○○，○○○ ○○○，○○○，○○○  ○，○○○，○○○，○○○  

補助対象経費 
○○○，○○○，○○○ ○○○，○○○，○○○  ○，○○○，○○○，○○○  

補助金交付申請額 
○○○，○○○，○○○ ○○○，○○○，○○○  ○，○○○，○○○，○○○  
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事業全体の事業費を記入すること 

平成２９年１月１３日までの
日付で記入すること 

複数年度事業を予定している場
合のみ、２年間か３年間を選択
すること 

平成２８年度に「○」を選択すること 

応募申請書（２／２） 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

（別紙） 

役員名簿 

氏名カナ 氏名漢字 
生年月日 

性別 法人・団体等名 役職名 
和暦 年 月 日 

ﾁｲｷ ﾀﾛｳ 地域 太郎 S 30 03 04 M ○○法人 ○○○○ 代表理事 

ｺｳﾁｸ ﾊﾅｺ 構築 花子 S 40 05 06 F ○○法人 ○○○○ 理事 

ｼﾞｷﾞｮｳ ｼﾞﾛｳ 事業 次郎 S 45 07 08 M ○○法人 ○○○○ 理事 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 

（注） 

 役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の

間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正は T、昭和は S、平成は H、数字は２桁半角）、性別（半

角で男性は M、女性は F）、法人・団体等名及び役職名を記載する。 

 また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを

記載すること。 
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下記（注）を確認して記入
すること 

応募申請書（別紙） 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

（別添１） 

補助事業概要説明書 

 

１．申請者基本情報 

申請者（法人・団体等）名 ○○法人 ○○○○ 

代表者役職・氏名 役職：代表理事 ○○ ○○        氏名： ○○ ○○           

所在地 

〒 ○○○-○○○○ 

住所： 

○○県○○市○○ ○－○－○○ 

 

 

事業内容 

地域の中核的な中小企業支援機関として事業を実施している。 

・中小企業の経営診断及び助言等経営支援に関する事業 

・ 

・ 

・ 

☑予算決算及び会計令第７０条及び第７１条に該当しない※１ 

上記のうち省エネルギーに

係る支援活動の取り組み 

（活動実績） 

支援対象業種： 

・○○業 

・○○業 

・ 

地域： 

○○県全域 

ソリューション： 

・省エネルギーに係る運用支援のアドバイス 

・専門家の派遣 

・ 

実績数： 

省エネに係る実績は以下の通り。 

平成 27 年度 20 件の支援 

平成 26 年度 15 件の支援 

平成 25 年度 12 件の支援 

※過去には、○○県の独自事業である「×××事業」の窓口を受託しており、中小企業の要望に応じた

専門家派遣を実施している。 

自社の営利活動との相反の

有無（申請者が営利団体で

ある場合にのみ記載） 

・社内規定に営利を目的としてはならないと記してある。 

・地域支援の協力事業体であり、自治体と共同にて運営している事業から判断しても営利を目的とし 

ていない。 

※１ 後述の予算決算及び会計令（抜粋）を参照し、該当しないことを確認の上、チェックを付けること。 
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-２. 添付資料 

登記上の事業内容等を
簡潔に記入すること 

支援対象業種、地域、 
ソリューション、実績数等
を具体的に記入すること 

本補助事業における活動が直接的に自社の事業活動の営業活動に  
つながらないことを本項目で説明すること 
（営利団体は記入必須、非営利団体は非営利団体であることを説明する 
 こと） 
（例）○○○○という観点で整理しており、営利団体とは線引きをする 
（例）本事業で提供を考える支援は、あくまで電力消費を抑えるための      
   設備更新に助言をするものであり、弊社取扱商材とは異なる 

５ 

補助事業概要説明書（別添１） （１／１１） 

予算決済及び会計令第7０条
及び第７１条に該当しない場合、
チェックを選択すること 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

２．本補助事業の目的と内容 

補助事業の名称 ○○○○○○○○○○事業 

目的 

課題意識 

○○県では、隣県における需要を背景に、製造業の中小企業が発展してきた。こうした企業の多くは、

下請け企業であり、常に納品先からの価格の圧力にさらされており、コストカットが急務であるものの、

社内リソース等の都合により、省エネがコストカットに資することについて意識が浸透していない。ま

た、県内のもう一つの大きな地域産業である旅館・ホテル業についても、省エネルギーへの理解が進ん

でいない。 

近年は、東日本大震災の影響もあり、多少は省エネ意識が浸透してきたものの、当法人に寄せられる相

談では、補助金利用に関するにとどまっている。本来は、単なる補助金の支援ではなく、もう 1歩・2

歩踏み込んだ支援が必要と思われるが、当法人では、経営・開発・生産技術面での専門家は、多数擁す

るが、その一方で、省エネルギーの専門家は不足しており、こうした取り組みは、十分にできていない。 

達成目標 

長期目標： 

当法人は、○○県における中核的な経営相談窓口として一定の知名度を得ているが、本事業を通じて得

た知見をもとに、「実効性の高い体制づくり」や「省エネルギーに関する支援ニーズの把握」それに伴

う「支援施策の立案・提言」を継続的な取組みとして進め、省エネルギーも含めた包括的な支援を行う

ことの出来る県の中核的な総合相談窓口を目指す。 

 

 

 

事業全体（平成２８年度～平成３０年度）における目標： 

「省エネルギー診断」や「診断後の省エネルギー対策」に対して、自立的に省エネルギーPDCA を回す

ため課題や成功事例を把握することで、今後の効果的で具体的な支援方策（例えば、省エネルギー活動

の進め方、補助金申請の支援方法等）につなげる。 

 

 

 

 

今年度事業（平成２８年度）における目標： 

省エネルギーの専門家とのネットワークを構築し、より実効性のある体制づくりを行う。 

 

 

 

 

 

活動実施予定 

支援対象

地域 

○○県全域 

 

支援対象

業種 

○○県の特徴を活かして、以下の業種を中心に、本事業を展開する。 

①機械部品加工業 

②窯業・陶磁器産業 

③観光旅館・ホテル業 

自治体との連携 

当法人は、○○県の外郭団体として、長年にわたり、中小企業の支援を行っている。そのため、○○県産業振

興課とは年度初に共同で事業計画を策定する等、強固な協力関係を有している。本事業では、県が独自に実

施している省エネ診断事業からの中小企業の誘導のほか、県が主催する中小企業向けセミナーにおける本事

業の紹介を予定している。 

専門家との 

ネットワーク 

エネルギーについては、省エネルギー活動に豊富な実績を有する「一般社団法人■■」のもつ専門家ネットワ

ークを活用する。 

経営については、経営相談等の当法人の既存事業で培ったネットワークを活用するほか、当法人の内部で経

営支援を行う能力を有する職員を活用する。 

その他団体との 

ネットワーク 

当法人の既存の経営相談事業で培った、市町村役場、商工会・商工会議所、金融機関とのネットワークを活用

し、省エネルギー関する支援案件の発掘に活用する。特に▲▲信用金庫とは、数年前から共同で省エネセミ

ナーを開催する等、強固な関係を有している。 
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・過去実施してきた省エネルギーに係る支援活動から、本補 
 助事業での活動を拡大するにあたっての課題意識を記入  
 すること 
・特に活動実施予定地域の特徴等を踏まえて記入すること 

複数年度事業を予定している場合のみ、事業全体が
終了した時点における目標を記入すること 

専門家とのネットワークの内容や、構築方法、また拡張に向け
た方針等について記入すること 

本補助事業が完了した時点における目標を記入すること 

プラットフォーム事業者として中長期的に 
実現していくビジョンを記入すること 

・最大で都道府県、最小で市区町村名の単位で記入すること       
・複数地域を対象とする場合は全て記入すること 

支援対象者とする中小企業等の業種を  
具体的に記入すること 

自治体との連携を図る方法・手段、内容等
について具体的に記入すること 

支援対象者の掘り起こし等に活用する、他団体 
（金融機関、その他中小企業支援機関等）との 
ネットワークについて具体的に記入すること 

複数年度での事業を予定している
年度を選択すること 

補助事業概要説明書（別添１） （２／１１） 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

平成２８年度 

活動計画 

全体 

活動計画 

【～○月】 

交付決定がされた後に、セミナーや広報活動を実施し、本事業への周知を図り、支援対象者を公募する。 

【～○月】 

支援対象者が確定した後は、速やかに省エネルギー診断の受診を支援する。診断にあたっては、待機時間が

発生することが予想されるため、期間を長めに見積もっているが、省エネ診断が完了した支援対象者は、順次

個別の支援に移る。 

【～事業期間終了】 

エネルギー及び経営の専門家がチームを組み、具体的な省エネ計画（Plan）、実行（Do）、検証（Check）、見直

し（Action）までを一貫して支援することを基本とする。ただし、初年度においては、時間的な制約から、計画

（Plan）及び実行（Do）が支援の中心となる。 

協力事業者は、必要に応じて支援対象者の承諾を得て、設備メーカーや工事関係者等を同席させてアドバイ

スできるようにする。 

想定支援

対象者数 

［選択］者 

支援対象

領域、及び

支援対象

者候補※２ 

① ○○地域の○○業を中心に、○者（○○県○○工業地帯を中心に検討） 

①-1 ○○社（○○業、○○県○○市） 

①-2 ○○社（○○業、○○県○○市）  

①-3 ○○社（○○業、○○県○○市） 

 

② △△地域の○○関係の企業を中心に○者 

②-1 ○○社（○○業） 

②-2 ○○社（○○業） 

②-3 ○○社（○○業） 

 

③ □□地域の○○業を中心に○者 

③-1 ○○社（○○業） 

個別 

活動計画 

下記のような活動を展開する計画である。 

 

また、個別支援のポイントは、総合的な支援を実施する計画である。（省エネルギー専門家との同行で、1 者あ

たり○回程度の派遣を予定） 

 

①○○地域の○○製品○○業（○○県○○工業地帯を中心に検討） 

エネルギー消費の多い業種を中心に、下記のような支援活動を展開する。 

 

②△△地域の△△関連の企業 

～が存在し、エネルギーを多く消費している。 

～なことを現場で指導する。また条件を変えて、年間メリットも実感してもらう。 

 

※２・支援対象領域は、活動を予定する地域・業種・その他属性（別紙２ 「支援対象者（予定）一覧」 

参照）の組み合わせごとに各自設定すること。 

・設定した領域ごとに想定支援対象者数等を必ず記載すること。 

・社名等の具体的な支援対象者候補が挙げられる場合は、それについても記載すること。 
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・補助事業期間中の支援想定支援者数（８者以上）を 
 選択すること 
・公募要領に記載の通り（Ｐ９参照）、ウェブ等からの間  
 接的な相談への対応も想定すること 

・該当年度の活動計画全体について記入すること 
・初期の体制作りから、終盤のフォローアップ等、 
 時系列に記入すること 
・個別支援対象者に紐付かない活動 
 （窓口機能の強化・支援対象者候補の掘り起し等）に 
 ついてもここで記入すること 

・上記で設定した支援対象領域ごとの特徴や課題、具体 
 的な活動計画を記入すること 
・社名等の具体的な支援対象者候補が挙げられる場合は、 
 それについても記入すること 

・支援対象領域は、活動を予定する地域・業種・その他属  
  性（別紙２ 「支援対象者（予定）一覧」参照）の組み合わ  
 せごとに各自設定すること 
・設定した領域ごとに想定支援対象者数等を必ず記すこと 
・社名等の具体的な支援対象者候補が挙げられる場合は、  
 それについても記入すること 

補助事業概要説明書（別添１） （３／１１） 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

平成２９年度 

活動計画 

全体 

活動計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度との相違点： 

前年度の業種での経験を活かし、○○地域も広げて支援する。 

前年度の省エネ取組の計画（Ｐｌａｎ）から次のステップとして実行（Ｄｏ）を中心に支援を行う。 

 

 

 

想定支援

対象者数 

○者程度（前年度からの継続：○者、新規：○者） 

 

支援対象

領域、及び

支援対象

者候補 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度との相違点： 

××地域の○○部品・○○部品などの○○加工業を前年度の経験を活かして増やす。 

 

 

 

 

 

個別 

活動計画 

新規支援対象者については、前述の支援を展開する。継続の支援対象者については、実行支援を中心に、進

捗に応じて支援の効果測定やフォローアップ等の支援を行う。 
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前年度記入と同様に記入すること 

当該年度の活動計画を具体的に
記入すること（留意事項等は、平成
２８年度計画と同様） 

前年度記入と同様に記載すること
（現時点で記入できる範囲で記入
すること） 

当該年度の活動計画を具体的に
記入すること（留意事項等は、平成
２８年度計画と同様） 

前年度（平成２８年度）からの変化
が明確に分かるように記入すること 

前年度（平成２８年度）からの変化
が明確に分かるように記入すること 

補助事業概要説明書（別添１） （４／１１） 

当該年度も活動を予定している事業者
のみ記入 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

平成３０年度 

活動計画 

全体 

活動計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度との相違点： 

前年度の業種での経験を活かし、○○地域も広げて支援する。 

前年度の省エネ取組の計画（Ｐｌａｎ）から次のステップとして実行（Ｄｏ）を中心に支援を行う。 

 

 

 

 

想定支援

対象者数 

○者程度（前年度からの継続：○者、新規：○者） 

 

 

 

支援対象

領域、及び

支援対象

者候補 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度との相違点： 

××地域の○○部品・○○部品などの○○加工業を前年度の経験を活かして増やす。 

 

 

 

 

個別 

活動計画 

新規支援対象者については、前述の支援を展開する。継続の支援対象者については、実行支援を中心に、進

捗に応じて支援の効果測定やフォローアップ等の支援を行う。 
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前年度記入と同様に記入すること 

当該年度の活動計画を具体的に
記入すること（留意事項等は、平成
２８年度計画と同様） 

前年度記入と同様に記載すること
（現時点で記入できる範囲で記入
すること） 

当該年度の活動計画を具体的に
記入すること（留意事項等は、平成
２８年度計画と同様） 

前年度（平成２９年度）からの変化
が明確に分かるように記入すること 

前年度（平成２９年度）からの変化
が明確に分かるように記入すること 

補助事業概要説明書（別添１） （５／１１） 

当該年度も活動を予定している事業者
のみ記入 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

自走化に向け

た活動計画※３ 

自走化に

向けた課題 

当法人は、中小企業支援には豊富な経験を有しており、団体内にも専門知識を有する専門家が所属している

ものの、省エネルギーについてアドバイスをすることができる専門家が不足しており、外部の機関とのネットワー

クも希薄である。 

また、県の外郭団体という性質上、資金については、県からの補助金や委託事業に依存している。 

補助事業

期間中 

（平成２８年度） 

初年度は、地域における省エネ意識を高め、「省エネが経営改善につながる」ことを実感してもらう。同時に、省

エネ支援のノウハウを身に着けるべく、支援のケースを体系化し、当法人の職員内で共有する。 

（平成２９年度） 

支援が一巡（ＰＤＣＡの全行程を実施）した支援対象者について、事例集を作成し、職員向けのテキストとする。 

（平成３０年度） 

職員の専門性を高める取組を行う。また、過年度の支援対象者へ、サービス対価の捻出可能性について調査

を行う（無料でなかったとしても専門家派遣を望む可能性、要件等を把握）。 

補助事業

期間 

終了後 

省エネルギーに係る専門家を内製化することにより、自走化を目指す。県内の中核的な相談窓口との役割を果

たす意味で、当法人独自に、省エネルギー分野の国家資格を持つ専門家を非常勤職員として雇用するととも

に、団体職員が省エネ支援のノウハウを獲得することを検討している。当法人は、中小企業の支援を行うことを

使命としているため、中小企業支援のバリエーションの中に省エネを組み込むことで、中小企業への提供価値

を高め、団体のサービスとして提供したい。必要に応じて、サービスの対価を受け取ることも検討する。 

※３ 補助事業終了後も、本事業で構築した省エネルギー相談地域プラットフォームの活動を継続するための計画 

（経済的自立の計画等）。 
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補助事業終了後に、支援活動を継続していくために
はどのような課題を解決する必要があるか（人材面、
資金面等の課題を含む）を記入すること 

補助事業期間中に、補助事業終了後の自走化に 
向けた課題を解決するための活動を有していれば、 
その内容を具体的に記入すること 

複数年度事業の提案を行う事業者は、年度毎に 
課題を解決するための活動内容等を記入すること 

補助事業（事業全体）終了後に、支援活動を 
どのように継続していくのか、具体的な活動計画を 
記入すること 

補助事業概要説明書（別添１） （６／１１） 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

３．支援活動の概要と実績 

省エネルギーに係る取組の各段階における支援 

支援の項目 

予定する支援内容 過去の実績 

有無 内容 有無 内容 

Ａ．省エネルギーに

関する取組の 

計画（Ｐｌａｎ）に 

対する支援 

有 

・取組事例等の紹介 

・計画の作成支援・アドバイス 

有 

・計画策定を支援 

平成 27 年度 ○件 

平成 26 年度 ○件 

平成 25 年度 ○件 

Ｂ．省エネルギーに

関する取組の実施

（Ｄｏ）に対する支援 

有 

・空調設備等の設定変更 

・生産ラインの改造 

・省エネ補助金等のアドバイス 有 

・省エネ関連の補助金申請書の助言 

平成 27 年度 ○件 

平成 26 年度 ○件 

平成 25 年度 ○件 

Ｃ．省エネルギーに

関する取組の確認

検証（Ｃｈｅｃｋ）に対

する支援 

有 

・計画との差異検証の実地指導 

・チェック活動の立会い指導 

無 

 

Ｄ．省エネルギーに

関する取組の計画

見直し（Ａｃｔｉｏｎ）に

対する支援 

有 

・計画や活動の見直し支援 

・見直し活動の実地指導 

・経営専門家のアドバイス 無 

 

各段階における支援の例は以下の通り。 

Ａ．省エネルギーに関する取組の計画（Ｐｌａｎ）に対する支援 

・支援対象者の実態を踏まえた具体的な省エネルギー対策の提案 

・省エネルギーを実施するための運用更新計画の策定 

・省エネルギーを実施するための設備更新計画の策定 

・省エネルギーを実施するための補助金及び融資制度の情報提供 等 

Ｂ．省エネルギーに関する取組の実施（Ｄｏ）に対する支援 

・省エネルギーの計画に基づく、設備更新を伴わない運用改善の実施※４ 

・省エネルギーの計画に基づく、設備更新の実施 

・設備更新にあたっての補助金及び融資制度等の利用計画策定 等 

Ｃ．省エネルギーに関する取組の確認検証（Ｃｈｅｃｋ）に対する支援 

・エネルギー削減量の計測 

・省エネルギー活動の進捗状況の確認 等 

Ｄ．省エネルギーに関する取組の計画見直し（Ａｃｔｉｏｎ）に対する支援 

・省エネルギー活動の改善 等 

 

（注）省エネルギーに関する計画・実施・確認検証及び計画見直しは、あくまでも支援対象者が実施するのであって、 

   本事業では支援対象者による取組の支援を補助する。 

※４ 設備更新に係る支援だけでなく、運用改善に係る支援も実施すること。 
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提供できる支援内容を 
具体的に記入すること 

該当する支援を過去に
実施してきた実績（内
容、期間、件数、代表
的成果等）について記
入すること 有 or 無 

を選択 

補助事業概要説明書（別添１） （７／１１） 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

支援対象者の掘り起こしや支援対象者の実態把握（経営状況、エネルギー管理状況、従業員の省エネ意識の状況

等）のための取組 

支援の項目 

予定する支援内容 過去の実績 

有無 内容 有無 内容 

Ｅ．支援対象者候

補に対する省エネ

ルギーに関する情

報発信 

有 

・中小企業が気軽に問い合わせる

ことの出来る相談窓口を設置 

・××県及び▲▲信用金庫と連携

した省エネルギーセミナーの実施 

有 

・経営や技術支援についての窓口を設

立当初より設置している。 

・平成 25 年度より、▲▲信用金庫と共

同で、省エネセミナーを実施している。

（昨年度開催回数：10 回） 

Ｆ．支援対象者の

省エネルギーに関

する現状把握、情

報整備 

有 

・省エネルギー診断の紹介、受診

にあたっての情報収集などの支援 

※省エネルギー診断については、

県事業「××県省エネルギー診断

事業」と連携する 

・省エネ推進体制の構築支援 

有 

・平成 27 年度には、「××県省エネル

ギー診断事業」の窓口を受託してい

た。（現在は県の独自事業として実施） 

（注）Ｅ．のうち、相談窓口の設置は、必ず予定する支援内容を記載すること。 

各段階における支援の例は以下の通り。 

 

Ｅ．支援対象者候補に対する省エネルギーに関する情報発信 

・ 省エネルギーに関する相談窓口の設置 

・ 省エネルギーに関する広報活動（パンフレットの作成・配布等） 

・ 自治体と連携した省エネルギーに関するセミナーの実施 

Ｆ．支援対象者の省エネルギーに関する現状把握、情報整備 

・ 省エネルギーに関する診断の案内・実施 

（国や自治体等が実施する省エネルギーに関する診断を案内しても良い） 

・ 省エネルギー実施事例の紹介、省エネルギー意識を高めるための社員研修 等 
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有 or 無 
を選択 

提供できる支援内容を 
具体的に記入すること 

該当する支援を過去に
実施してきた実績（内
容、期間、件数、代表
的成果）について記入
すること 

補助事業概要説明書（別添１） （８／１１） 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

４．支援活動体制 

（１） プラットフォーム事業者 

①補助事業に従事する責任者 

名前 ○○ 治郎 

部署・役職 省エネ推進部 部長 

電話番号 987-654-3210 

メールアドレス ＸＸＸＸ＠ＸＸＸＸ 

本事業で担う業務内容 本事業の統括管理、協力事業者との調整・コーディネート 

 

②補助事業に従事するその他役職員 

名前 所属 部署・役職 本事業で担う役割 

○○ 三良 省エネ推進部 支援課長 中小企業等の相談窓口、専門家への支援内容指示と効果の把握 

○○ 華子 省エネ推進部 係長 中小企業等の相談窓口、専門家への支援内容指示と効果の把握 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

③補助対象事業者の組織内に雇用する専門家 

名前 所属 部署・役職 本事業で担う役割 

○○ 省一郎 省エネ推進部 支援課 支援内容の実施と効果測定 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

プラットフォーム事業者として、中小企業等の相談窓口として対応する職員（事務補助員を除く）を必ず 

配置すること（複数拠点がある場合には各拠点に１名以上）。 
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具体的な役割内容を記入すること 

補助事業概要説明書（別添１） （９／１１） 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

（２） 協力事業者  

別紙１の通り 

 

（３） 体制内に含まれる主なエネルギー関連の国家資格保有者※１、※２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 体制内の有資格者の全てを網羅する必要性は無く、代表的なメンバーのみを記載。 

※２ 上記に記載した国家資格保有者については、資格証明書等の写しを添付すること。 

 

（４） 体制内に含まれる自治体関係者 

（自治体が申請する場合は、本項は記載不要。複数地域で支援を行う場合には全ての自治体関係者を記 

載すること。支援対象地域の自治体の合意のもと記載すること。） 

連携する自治体名 ○○県 

協力事業者として 

参加する担当者名（任意） 

○○ 市郎 

担当者部署名役職 産業振興課 

電話番号 123-456-7890 

メールアドレス ＸＸＸＸ＠ＸＸＸＸ 

役割 

☑ 地域の中小企業等からの相談窓口 

☑ セミナー等による普及啓発活動 

☐ 補助事業の紹介等の中小企業等に対する具体的な支援・アドバイス 

☐ その他 （                               ） 

 

（５） 支援対象者 

別紙２の通り 

 

（注）補助事業実施中に上記（１）～（５）の記載内容に変更・更新がある場合は、速やかにＳＩＩに連絡すること。 

NO 所属 

本事業での位置づけ 

（いずれかに○） 
氏名 

エネルギー関連の 

保有国家資格 ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

事業者 

協力 

事業者 

1 一般社団法人■■   ○ ○○ 洋子 ・エネルギー管理士 

2 ◆◆建築士事務所   ○ ○○ 志朗 ・建築設備士 

3  [選択] [選択]   

4  [選択] [選択]   

5  [選択] [選択]   
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該当する役割にチェック
すること 

いずれかに「○」を選択
すること 

補助事業概要説明書（別添１） （１０／１１） 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 
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参考：予算決算及び会計令第７０条及び第７１条（抜粋） 

（一般競争に参加させることができない者） 

第 70 条 契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第 29 条の３第１項の競争（以

下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由がある場合を除くほか、次の各号のいずれかに

該当する者を参加させることができない。 

一 当該契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第 32 条第１項各号に

掲げる者 

 

（一般競争に参加させないことができる者） 

第 71 条 契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認めら

れるときは、その者について３年以内の期間を定めて一般競争に参加させないことができる。その者

を代理人、支配人その他の使用人として使用する者についても、また同様とする。 

一 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量

に関して不正の行為をしたとき。 

二 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合した

とき。 

三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事実

に基づき過大な額で行つたとき。 

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされている者を契約の締結又は

契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

２ 契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争に参加させ

ないことができる。 

 

 

補助事業概要説明書（別添１） （１１／１１） 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

（別紙1）

協力事業者一覧

※ 下記一覧には、協力事業者としての参加についてあらかじめ合意を得た者のみを記載すること。

※ 公務員等、就業規程上謝金を受け取れない協力事業者については、「謝金辞退」（Ｍ列）列において、「辞退」を選択すること。

■協力事業者

　↓該当する資格を箇条書きすること（Alt+Enterでセル内改行）↓

氏名 電話番号 メールアドレス エネルギー関連資格 経営相談、その他の資格

1 一般社団法人■■ ○○県○○市 ○○　洋子 234-5678-9012 aaaa-@aaa.co.jp エネルギー管理士 　
製造業向けに電気、ガスの使用マニュア
ルの作成や使用法の指導を行う予定であ
る。

過去2年間、○○県において○○社、○
○社を始めとする5社に対して支援を実
施。主に使用機器の取り換え相談や使用
方法の改善指導から、電気やガス消費量
について年間５％程度の削減に成功し
た。

該当しない - 2016/○/○

2 ◆◆建築事務所 ○○県○○市 ○○　志朗 345-6798-0123 bbbb-@bbb.co.jp 建築設備士 　
設備導入や事業所設計時の省エネ設備
設計の計画から導入支援を行う予定であ
る。

○○県内において１０社以上の省エネ設
備の計画支援、導入支援だけでなく、運
用改善等も行い、中小企業の省エネ化に
寄与している。

該当しない 辞退 2016/○/○

3 ○○組合 ○○県○○市 ○○　四郎 456-7890-1234 cccc-＠ccc.co.jp 　 中小企業診断士
支援対象者の経営指南を行い、適切な省
エネ計画と事業計画の両立を図る支援を
行う予定である。

○○県内において中小企業向け経営改
善セミナーを実施しており、様々な業種の
経営支援を行っている。

該当しない - 2016/○/○

○○○○○○○○○○事業

○○法人　○○○○

最終更新日
謝金辞退

（※）

補助事業の名称

申請者（法人・団体等）名

本事業で担う役割 過去の支援実績Ｎｏ 基本情報

有資格者

資格
予算決算及び会
計令第７０条及び
第７１条の規定

協力事業者

事業者名 所在地
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公募要領Ｐ１０を確認の上、 
該当する資格名を記入すること 

どのような支援を行う予定である
か、なるべく詳細に記入すること 

中小企業等に対して、これまでどのよ
うな支援を行った実績を有するのかを
具体的に記入すること 

協力事業者一覧（別紙１） 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

（別紙2）

支援対象者（予定）一覧

（注） 別添１「補助事業概要説明書」の「２．本補助事業の目的と内容」と整合させて記載すること。

（注）支援対象者（予定）の合計数は、別添１「補助事業概要説明書」の「２．本補助事業の目的と内容」に記載する想定支援対象者数と合わせること。

（注）公募要領Ｐ９ ⑥に記載の通り、省エネポータル（仮称）等からの間接的な相談（３者以上）への対応についても想定し、記載すること。

※１ 属性については、支援対象領域の地域、業種、その他属性のいずれかが異なる場合には属性Ｎｏを変更すること。

※２ 支援対象者(予定）名は具体名が挙げられる場合は具体名を記載し、支援対象者を特定できない場合は「個社未定」と記載すること。

※３ 別添２「支出計画書」の補助対象事業者旅費の根拠としている支援回数以上であること。

※４ 別添２「支出計画書」の協力事業者謝金・旅費の根拠としている支援回数以上であること。

　↓同支援対象者の複数事業所を支援する場合、全ての所在地を記載 　↓担当者が決定していないものについては、空欄で可

最終更新日

地域 業種 その他属性 支援対象者（予定）名※２

想定
支援回数

（回）※３

協力事業者
想定支援回数

（人回）※４

代表者名 所在地 業種 現状の支援実施可能性 担当者名 電話番号 メールアドレス

1 ○○県○○エリア 〇〇業 1-1 A社 15 15 〇〇　〇〇 ○○県○○市 ○○業 実施同意が取れている 支援　二郎
XXX-XXXX-
XXX

ｘｘｘ-x@A.co.jp 2016/○/○

1-2 B社 12 15 〇〇　〇〇 ○○県○○市 ○○業 接触を図っている段階である 〇〇　〇〇
XXX-XXXX-
XXX

ｘｘｘ-x@B.co.jp 2016/○/○

1-3 個社未定 5 10

2 ○○県〇〇市 〇〇業 2-1 C社 12 15 〇〇　〇〇 ○○県○○市 ○○業 実施同意が取れている 〇〇　〇〇
XXX-XXXX-
XXX

ｘｘｘ-x@B.co.jp 2016/○/○

2-2 個社未定 5 15
2-3 個社未定 5 15

3 ○○県○○エリア 製造業
○○設備を保有し
ている工場

3-1 D社 10 10 〇〇　〇〇 ○○県○○市 ○○業 実施同意が取れている 〇〇　〇〇
XXX-XXXX-
XXX

ｘｘｘ-x@C.co.jp 2016/○/○

3-2 E社 5 15 〇〇　〇〇 ○○県○○市 ○○業 接触を図っている段階である 〇〇　〇〇
XXX-XXXX-
XXX

ｘｘｘ-x@B.co.jp 2016/○/○

4 ○○県○○エリア
省エネポータル
（仮称）からの申込
み

4-1 個社未定 5 10

4-2 個社未定 5 5
4-3 個社未定 5 5
4-4 個社未定 5 5
4-5 個社未定 5 5

補助事業の名称

申請者（法人・団体等）名

○○○○○○○○○○事業

○○法人　○○○○

支援対象者（予定） 担当者
属性
Ｎｏ
※１

支援対象領域

個社
Ｎｏ
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支援対象者との接触状況等、
支援の実施可能性について 
選択すること 

支援対象者（予定）一覧（別紙２） 

補助事業期間中の想定支援回数
を記入すること 支援対象領域の地

域、業種、その他属
性それぞれが異なる 
場合ごとに、属性Ｎｏ
を更新すること 

・協力事業者想定支援回数が、別添２「支出計画書」の算出根拠となっていること 
・支援対象者（予定）数の合計は、別添１「補助事業概要説明書  
 ２．補助事業の目的と内容」にある「想定支援対象者数」に合わせること 

・具体的な支援対象者名を記入すること 
・特定できない場合は「個社未定」等と 
 記入し、想定している支援対象者数 
 全てについて記入すること 

１５人回を超える場合は、補助対象となら
ないので注意すること 

・属性Ｎｏに紐づけて記入すること 
・地域、業種、その他属性の一致する  
 支援対象者は同一の属性Ｎｏにハイ  
 フンをつけて付番すること 
 
例：１-１、１-２、１-３は地域、業種、
その他属性が同じ 

（注）Ｐ９記載の通り、ウェブ等から  
   の間接的な相談への対応も 
   想定すること 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

（別添２-Ａ）

支出計画書

単位：円

項目１ 項目２ 金額（税抜）（※1）
○○ 治郎（コーディネータ） 時間単価　2,000円　×　作業時間　100時間 200,000
○○ 華子（中小企業等の相談窓口） 時間単価　1,500円　×　作業時間　150時間 225,000
○○ 三良（中小企業等の相談窓口） 時間単価　1,000円　×　作業時間　200時間 200,000
○○ 省一郎（支援の実施） 時間単価　1,200円　×　作業時間　200時間 240,000

人件費の合計

第○回 ○○県中小企業省エネセミナー 会場費（セミナーのうち、2時間相当） 50,000
第○回 ○○県中小企業省エネセミナー 協力事業者○○　謝金 10,000

セミナー等開催費 計 セミナー等開催費の合計
Ａ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　１５人回 150,000
Ｂ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　１０人回 100,000
Ｃ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　１２人回 120,000
Ｄ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　５人回 50,000
Ｅ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　１５人回 150,000
Ｈ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　１０人回 100,000
・・・
ウェブからの相談５社の支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　３０人回 300,000

協力事業者謝金 計 協力事業者謝金の合計
Ａ社への支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　１５回　往復分 15,000
Ｂ社への支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　１０回　往復分 10,000
Ｃ社への支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　１２回　往復分 12,000
Ｄ社への支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　５回　　往復分 5,000
Ｅ社への支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　１５回　往復分 15,000
・・・
ウェブからの相談５社の支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　３０人回 30,000

協力事業者旅費 計 協力事業者旅費の合計
○○ 治郎　１０回 Ａ社 ２回、Ｂ社 ２回、・・・　Ｈ社 ２回 10,000
○○ 省一郎　５０回 Ａ社 １０回、Ｂ社　８回、・・・　Ｈ社　５回 50,000

補助対象事業者旅費 計 補助対象事業者旅費の合計
補助員　○○（本事業の事務管理） 時間単価　800円　×　作業時間　４００時間　 320,000

事務補助員臨時雇用経費 計 補助員人件費の合計
○○のための会議費 単価　5,000円　×　回数　10回 50,000
○○作成のための印刷費 パンフレット 100円　×　5,000部　印刷 50,000

その他諸経費 計 その他諸経費の合計

事業費 合計 事業費合計

合計金額

謝
　
金

（※１）消費税等は原則補助対象経費として認めない。但し、申請者が公募要領Ｐ７(７)①～⑦のいずれかに該当する場合には、

（※２）謝金の計上にあたって使用している単価については、それぞれ別添２-２「単価説明シート」で根拠を説明すること。

申請者（法人・団体）名

　　　　消費税等を補助対象経費に含めることができる。この場合、別添２-Ｂを用いて申請を行うこと。

事務補助員
臨時雇用経費

経費項目・細目

人件費

人件費 合計

事
　
　
　
業
　
　
　
費

総合計

○○法人　○○○○

旅
　
　
　
費

協力事業者旅費

補助対象事業者旅費

補

助
員

人

件
費

セミナー等開催費

協力事業者謝金 ※２

その他諸経費

会
議
費
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人件費対象者氏名と役割を記入
すること 

時間単価×作業時間 等を記入すること
※人件費計算書と単価を合せること 

開催セミナーの概要を記入すること 費用の必要性や金額の根拠を記入すること 

支援対象者ごとに協力事業者の想定支援回数が分かるように記入すること 
（別紙２）支援対象者（予定）一覧の協力事業者想定支援回数を超えないこと 

ウェブ等からの間接的な相談へも対応
できるようにすること 

人件費を計上する担当者
に係る旅費を記入すること 

費用の概要を記入すること 
費用の必要性、および金額の根拠を 
記入すること 

申請者（法人・団体等）名を
記入すること 

消費税なし 

支出計画書（別添２-Ａ） 

税抜きの金額を入力 
すること 

・人件費の合計が事業費の合計の２０％以下であること 
・公募要領に記載の通り（Ｐ９参照）、ウェブ等からの間接的な 
 相談への対応も想定すること 
・協力事業者の謝金・旅費は、支援対象者１者につき１５人回 
 までとする 

補助員の役割を記載すること（氏名が分
かっている場合は記入すること） 

時間単価×作業時間 等を記入すること 

旅費は税抜金額を記入 
すること 

支援対象者ごとに旅費を記入すること 
（別紙２）支援対象者（予定）一覧の想定支援回数を超えないこと 

支援対象者ごとに旅費を記入すること 
（別紙２）支援対象者（予定）一覧の想定支援回数を超えないこと 

支出計画書には、自己計算チェックシート（提出不要）が欄外に 
表記してあるので、計算時に使用し数値に相違がないようにすること 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

（別添２-Ｂ）

支出計画書

事業者の属性

⑥ 課税事業者のうち課税売上割合が低い等の理由から、消費税仕入
控除税額確定後の返還を選択する者

単位：円

項目１ 項目２ 金額（※1） うち消費税
○○ 治郎（コーディネータ） 時間単価　2,000円　×　作業時間　100時間 200,000 -
○○ 華子（中小企業等の相談窓口） 時間単価　1,500円　×　作業時間　150時間 225,000 -
○○ 三良（中小企業等の相談窓口） 時間単価　1,000円　×　作業時間　200時間 200,000 -
○○ 省一郎（支援の実施） 時間単価　1,200円　×　作業時間　200時間 240,000 -

人件費の合計 人件費の消費税計

第○回 ○○県中小企業省エネセミナー 会場費（セミナーのうち、2時間相当） 50,000 3,704
第○回 ○○県中小企業省エネセミナー 協力事業者○○　謝金 10,000 741

セミナー等開催費 計 セミナー等開催費の合計 セミナー等開催費の消費税計

Ａ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　１５人回 150,000 -
Ｂ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　１０人回 100,000 -
Ｃ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　１２人回 120,000 -
Ｄ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　５人回 50,000 -
Ｅ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　１５人回 150,000 -
Ｈ社への支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　１０人回 100,000 -
・・・
ウェブからの相談５社の支援に係る謝金 協力事業者 ○○　×　３０人回 300,000 -

協力事業者謝金 計 協力事業者謝金の合計 協力事業者謝金の消費税計

Ａ社への支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　１５回　往復分 15,000 1,111
Ｂ社への支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　１０回　往復分 10,000 741
Ｃ社への支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　１２回　往復分 12,000 889
Ｄ社への支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　５回　　往復分 5,000 370
Ｅ社への支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　１５回　往復分 15,000 1,111
・・・
ウェブからの相談５社の支援に係る旅費 協力事業者 ○○　×　３０人回 30,000 2,222

協力事業者旅費 計 協力事業者旅費の合計 協力事業者旅費の消費税計

○○ 治郎　１０回 Ａ社 ２回、Ｂ社 ２回、・・・　Ｈ社 ２回 10,000 741
○○ 省一郎　５０回 Ａ社 １０回、Ｂ社　８回、・・・　Ｈ社　５回 50,000 3,704

補助対象事業者旅費 計 補助対象事業者旅費の合計 補助対象事業者旅費の消費税計

補助員（直接雇用）　○○（本事業の事務管理） 時間単価　800円　×　作業時間　４００時間　 320,000 -
補助員（請負）　○○（本事業の事務管理） 時間単価　800円　×　作業時間　４００時間　 320,000 23,704

事務補助員臨時雇用経費 計 補助員人件費の合計 補助員人件費の消費税計

○○のための会議費 単価　5,000円　×　回数　10回 50,000 3,704
○○作成のための印刷費 パンフレット 100円　×　5,000部　印刷 50,000 3,704

その他諸経費 計 その他諸経費の合計 その他諸経費の消費税計

事業費 合計 事業費　合計 事業費　消費税計

合計金額 合計の消費税計

　　　　報告書を提出のうえ、消費税の確定申告時に、仕入控除した消費税等相当額のうち補助金充当額について

協力事業者旅費

会
議
費

謝
　
金

旅
　
　
　
費

（※１）消費税等を補助対象経費に含めた場合は、交付規程に基づき、消費税額及び地方消費税額の確定に伴う

　　　　返還を行う必要がある。

（※２）謝金の計上にあたって使用している単価については、それぞれ別添２-２「単価説明シート」で根拠を説明すること。

申請者（法人・団体）名

○○法人　○○○○

経費項目・細目

補

助

員

人

件

費

その他諸経費

総合計

事務補助員
臨時雇用経費

人件費

事
　
　
　
業
　
　
　
費

人件費 合計

補助対象事業者旅費

セミナー等開催費

協力事業者謝金 ※２

免税事業者等
税込申請用
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消費税あり 

支出計画書（別添２-Ｂ） 

支出計画書には、自己計算チェックシート（提出不要）が欄外に 
表記してあるので、計算時に使用し数値に相違がないようにすること 

人件費対象者氏名と役割を記入
すること 

時間単価×作業時間 等を記入すること
※人件費計算書と単価を合せること 

開催セミナーの概要記入すること 
費用の必要性や金額の根拠を 
記入すること 

支援対象者ごとに協力事業者の想定支援回数が分かるように記入すること 
（別紙２）支援対象者（予定）一覧の協力事業者想定支援回数を超えないこと 

ウェブ等からの間接的な相談へも対応
できるようにすること 

人件費を計上する担当者に 
係る旅費を記入すること 

費用の概要を記入すること 
費用の必要性、および金額の根拠を 
記入すること 

①～⑦のいずれかを選択 
すること 

税込みの金額を入力 
すること 

補助員の役割を記入すること 
（氏名が分かっている場合は 
 記入すること） 

時間単価×作業時間 等を記入すること 

・人件費の合計が事業費の合計の２０％以下であること 
・公募要領に記載の通り（Ｐ９参照）、ウェブ等からの間接的な 
 相談への対応も想定すること 
・協力事業者の謝金・旅費は、支援対象者１者につき１５人回 
 までとする 

支援対象者ごとに旅費を記入すること 
（別紙２）支援対象者（予定）一覧の想定支援回数を超えないこと 

支援対象者ごとに旅費を記入すること 
（別紙２）支援対象者（予定）一覧の想定支援回数を超えないこと 

・補助対象事業者の人件費は直接雇用のみなので、消費税及び地方消費税は記入しないこと 
・協力事業者謝金に係る消費税については、補助対象事業者の謝金規程等により、謝金に消費税及び地方消費税が含まれる 
  場合のみ記入すること 
・事務補助員臨時雇用経費は、事務補助員が直接雇用の場合、消費税及び地方消費税は記入しないこと 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

（別添２－１）

申請者（法人・団体等）名：

氏名 人件費年額※1 総労働時間※２ 時間単価 備考(算出期間を記入）

○○ 治郎 x,xxx,xxx円 ｙｙｙ時間 2,000円 平成27年度実績

○○ 華子 x,xxx,xxx円 ｙｙｙ時間 1,500円 平成27年度実績
○○ 三良 x,xxx,xxx円 ｙｙｙ時間 1,000円 平成27年度実績
○○ 省一郎 x,xxx,xxx円 ｙｙｙ時間 1,200円 平成27年度実績

      退職金、残業手当、休日出勤手当、福利厚生要素のある食事手当等を含まない。

※２ 就業規則に定められた所定内労働時間。

（注）新たに雇用する者の場合、既に合意している条件を記載のこと（原則交付決定後に変更は出来ない）。

上記に相違ないことを証明する。

住　　　　　　　所

法人・団体等名 　　　○○法人　○○○○

代表者名又は担当部署責任者 代表理事　○○　○○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

人件費単価計算書

○○法人　○○○○

※１ 給与支払額のうち基本給、家族手当、住居手当、法定福利費（事業主負担分）、管理職手当（技能職に対する手当を含む）、通勤手当、賞与のみの額。

　　　〒○○○-○○○○
　　　○○県○○市○○ ○－○－○○
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就業規則等に則った年間に支払
う賃金総額（基本給、家族手当、
住宅手当、法定福利費（事業主
負担分）、管理職手当（技能職に
対する手当を含む）、通勤手当、
賞与）とすること 

就業規則等に定め
られた所定内労働
時間にすること 

人件費年額÷総労働時間で 
算出すること 
（注）小数点以下切捨てとすること 

人件費年額、総
労働時間の算出
根拠とした期間を
記入すること 

人件費単価計算書（別添２-１） 

支出計画書ファイル内の別シートに記入すること 

代表者もしくは給与担当等の責任
者の押印があること 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 

（別添２-２）

単価説明シート 申請者（法人・団体等）名：

協力事業者名
（法人・団体等）

協力事業者氏名 使用単価 根拠説明

一般社団法人■■ ○○　洋子 x,xxx円
当法人 謝金規程○ページの単価表において、左記の専門
性を考慮し、Ｘ級の単価を使用

◆◆建築事務所 ○○　志朗 y,yyy円
当法人 謝金規程○ページの単価表において、左記の専門
性を考慮し、Ｙ級の単価を使用

○○組合 ○○　四郎 z,zzz円
当法人 謝金規程○ページの単価表において、左記の専門
性を考慮し、Ｚ級の単価を使用

○○法人　○○○○

根拠資料番号
（※提出する根拠資料の冒頭、

及びファイル名等に番号を付けること）

謝金規程○ページ 該当箇所①

謝金規程○ページ 該当箇所②

謝金規程○ページ 該当箇所③
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使用単価の根拠を 
具体的に記入する
こと 

根拠となる資料の該
当箇所が分かるよう
にすること 

 単価説明シート（別添２-２） 

支出計画書ファイル内の別シートに記入すること 



 
省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業 公募要領 
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資料１  補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 
  
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 
（昭和三十年八月二十七日法律第百七十九号） 
 
最終改正：平成一四年一二月一三日法律第一五二号 
 
 第一章 総則（第一条―第四条）  
 第二章 補助金等の交付の申請及び決定（第五条―第十条）  
 第三章 補助事業等の遂行等（第十一条―第十六条）  
 第四章 補助金等の返還等（第十七条―第二十一条）  
 第五章 雑則（第二十一条の二―第二十八条）  
 第六章 罰則（第二十九条―第三十三条）  
 附則  
 
   第一章 総則 
 
（この法律の目的） 
第一条  この法律は、補助金等の交付の申請、決定等に関する事項その他補助金等に係る予
算の執行に関する基本的事項を規定することにより、補助金等の交付の不正な申請及び補助金
等の不正な使用の防止その他補助金等に係る予算の執行並びに補助金等の交付の決定の適正
化を図ることを目的とする。 
（定義） 
第二条  この法律において「補助金等」とは、国が国以外の者に対して交付する次に掲げるもの
をいう。 
一  補助金 
二  負担金（国際条約に基く分担金を除く。） 
三  利子補給金 
四  その他相当の反対給付を受けない給付金であつて政令で定めるもの 
２  この法律において「補助事業等」とは、補助金等の交付の対象となる事務又は事業をいう。 
３  この法律において「補助事業者等」とは、補助事業等を行う者をいう。 
４  この法律において「間接補助金等」とは、次に掲げるものをいう。 
一  国以外の者が相当の反対給付を受けないで交付する給付金で、補助金等を直接又は間接
にその財源の全部又は一部とし、かつ、当該補助金等の交付の目的に従つて交付するもの 
二  利子補給金又は利子の軽減を目的とする前号の給付金の交付を受ける者が、その交付の目
的に従い、利子を軽減して融通する資金 
５  この法律において「間接補助事業等」とは、前項第一号の給付金の交付又は同項第二号の
資金の融通の対象となる事務又は事業をいう。 
６  この法律において「間接補助事業者等」とは、間接補助事業等を行う者をいう。 
７  この法律において「各省各庁」とは、財政法 （昭和二十二年法律第三十四号）第二十一条 に
規定する各省各庁をいい、「各省各庁の長」とは、同法第二十条第二項 に規定する各省各庁の
長をいう。 
（関係者の責務） 
第三条  各省各庁の長は、その所掌の補助金等に係る予算の執行に当つては、補助金等が国
民から徴収された税金その他の貴重な財源でまかなわれるものであることに特に留意し、補助金
等が法令及び予算で定めるところに従つて公正かつ効率的に使用されるように努めなければなら
ない。 
２  補助事業者等及び間接補助事業者等は、補助金等が国民から徴収された税金その他の貴
重な財源でまかなわれるものであることに留意し、法令の定及び補助金等の交付の目的又は間
接補助金等の交付若しくは融通の目的に従つて誠実に補助事業等又は間接補助事業等を行う
ように努めなければならない。 
（他の法令との関係） 
第四条  補助金等に関しては、他の法律又はこれに基く命令若しくはこれを実施するための命令
に特別の定のあるものを除くほか、この法律の定めるところによる。 
 
   第二章 補助金等の交付の申請及び決定 
 
（補助金等の交付の申請） 
第五条  補助金等の交付の申請（契約の申込を含む。以下同じ。）をしようとする者は、政令で定
めるところにより、補助事業等の目的及び内容、補助事業等に要する経費その他必要な事項を記
載した申請書に各省各庁の長が定める書類を添え、各省各庁の長に対しその定める時期までに
提出しなければならない。 
（補助金等の交付の決定） 
第六条  各省各庁の長は、補助金等の交付の申請があつたときは、当該申請に係る書類等の審
査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該申請に係る補助金等の交付が法令及び予算で
定めるところに違反しないかどうか、補助事業等の目的及び内容が適正であるかどうか、金額の算
定に誤がないかどうか等を調査し、補助金等を交付すべきものと認めたときは、すみやかに補助
金等の交付の決定（契約の承諾の決定を含む。以下同じ。）をしなければならない。 
２  各省各庁の長は、補助金等の交付の申請が到達してから当該申請に係る補助金等の交付の
決定をするまでに通常要すべき標準的な期間（法令により当該各省各庁の長と異なる機関が当
該申請の提出先とされている場合は、併せて、当該申請が当該提出先とされている機関の事務
所に到達してから当該各省各庁の長に到達するまでに通常要すべき標準的な期間）を定め、か
つ、これを公表するよう努めなければならない。 
３  各省各庁の長は、第一項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、補助金
等の交付の申請に係る事項につき修正を加えて補助金等の交付の決定をすることができる。 
４  前項の規定により補助金等の交付の申請に係る事項につき修正を加えてその交付の決定を
するに当つては、その申請に係る当該補助事業等の遂行を不当に困難とさせないようにしなけれ
ばならない。 
（補助金等の交付の条件） 
第七条  各省各庁の長は、補助金等の交付の決定をする場合において、法令及び予算で定め
る補助金等の交付の目的を達成するため必要があるときは、次に掲げる事項につき条件を附する
ものとする。 
一  補助事業等に要する経費の配分の変更（各省各庁の長の定める軽微な変更を除く。）をする
場合においては、各省各庁の長の承認を受けるべきこと。 
二  補助事業等を行うため締結する契約に関する事項その他補助事業等に要する経費の使用
方法に関する事項 
三  補助事業等の内容の変更（各省各庁の長の定める軽微な変更を除く。）をする場合において
は、各省各庁の長の承認を受けるべきこと。 
四  補助事業等を中止し、又は廃止する場合においては、各省各庁の長の承認を受けるべきこと。 
五  補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業等の遂行が困難となつた場合
においては、すみやかに各省各庁の長に報告してその指示を受けるべきこと。 
２  各省各庁の長は、補助事業等の完了により当該補助事業者等に相当の収益が生ずると認め
られる場合においては、当該補助金等の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助
金等の全部又は一部に相当する金額を国に納付すべき旨の条件を附することができる。 
３  前二項の規定は、これらの規定に定める条件のほか、各省各庁の長が法令及び予算で定め
る補助金等の交付の目的を達成するため必要な条件を附することを妨げるものではない。 
４  補助金等の交付の決定に附する条件は、公正なものでなければならず、いやしくも補助金等
の交付の目的を達成するため必要な限度をこえて不当に補助事業者等に対し干渉をするようなも
のであつてはならない。 
 
 
 
 

（決定の通知） 
第八条  各省各庁の長は、補助金等の交付の決定をしたときは、すみやかにその決定の内容及
びこれに条件を附した場合にはその条件を補助金等の交付の申請をした者に通知しなければな
らない。 
（申請の取下げ） 
第九条  補助金等の交付の申請をした者は、前条の規定による通知を受領した場合において、
当該通知に係る補助金等の交付の決定の内容又はこれに附された条件に不服があるときは、各
省各庁の長の定める期日までに、申請の取下げをすることができる。 
２  前項の規定による申請の取下げがあつたときは、当該申請に係る補助金等の交付の決定は、
なかつたものとみなす。 
（事情変更による決定の取消等） 
第十条  各省各庁の長は、補助金等の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更
により特別の必要が生じたときは、補助金等の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は
その決定の内容若しくはこれに附した条件を変更することができる。ただし、補助事業等のうちす
でに経過した期間に係る部分については、この限りでない。 
２  各省各庁の長が前項の規定により補助金等の交付の決定を取り消すことができる場合は、天
災地変その他補助金等の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業等の全部又は一部を
継続する必要がなくなつた場合その他政令で定める特に必要な場合に限る。 
３  各省各庁の長は、第一項の規定による補助金等の交付の決定の取消により特別に必要とな
つた事務又は事業に対しては、政令で定めるところにより、補助金等を交付するものとする。 
４  第八条の規定は、第一項の処分をした場合について準用する。 
 
   第三章 補助事業等の遂行等 
 
（補助事業等及び間接補助事業等の遂行） 
第十一条  補助事業者等は、法令の定並びに補助金等の交付の決定の内容及びこれに附した
条件その他法令に基く各省各庁の長の処分に従い、善良な管理者の注意をもつて補助事業等を
行わなければならず、いやしくも補助金等の他の用途への使用（利子補給金にあつては、その交
付の目的となつている融資又は利子の軽減をしないことにより、補助金等の交付の目的に反して
その交付を受けたことになることをいう。以下同じ。）をしてはならない。 
２  間接補助事業者等は、法令の定及び間接補助金等の交付又は融通の目的に従い、善良な
管理者の注意をもつて間接補助事業等を行わなければならず、いやしくも間接補助金等の他の
用途への使用（利子の軽減を目的とする第二条第四項第一号の給付金にあつては、その交付の
目的となつている融資又は利子の軽減をしないことにより間接補助金等の交付の目的に反してそ
の交付を受けたことになることをいい、同項第二号の資金にあつては、その融通の目的に従つて
使用しないことにより不当に利子の軽減を受けたことになることをいう。以下同じ。）をしてはならな
い。 
（状況報告） 
第十二条  補助事業者等は、各省各庁の長の定めるところにより、補助事業等の遂行の状況に
関し、各省各庁の長に報告しなければならない。 
（補助事業等の遂行等の命令） 
第十三条  各省各庁の長は、補助事業者等が提出する報告等により、その者の補助事業等が補
助金等の交付の決定の内容又はこれに附した条件に従つて遂行されていないと認めるときは、そ
の者に対し、これらに従つて当該補助事業等を遂行すべきことを命ずることができる。 
２  各省各庁の長は、補助事業者等が前項の命令に違反したときは、その者に対し、当該補助事
業等の遂行の一時停止を命ずることができる。 
（実績報告） 
第十四条  補助事業者等は、各省各庁の長の定めるところにより、補助事業等が完了したとき
（補助事業等の廃止の承認を受けたときを含む。）は、補助事業等の成果を記載した補助事業等
実績報告書に各省各庁の長の定める書類を添えて各省各庁の長に報告しなければならない。補
助金等の交付の決定に係る国の会計年度が終了した場合も、また同様とする。 
（補助金等の額の確定等） 
第十五条  各省各庁の長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受
けた場合においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報
告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに附した条件に適合する
ものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金等の額を確定し、当該
補助事業者等に通知しなければならない。 
（是正のための措置） 
第十六条  各省各庁の長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受
けた場合において、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこ
れに附した条件に適合しないと認めるときは、当該補助事業等につき、これに適合させるための
措置をとるべきことを当該補助事業者等に対して命ずることができる。 
２  第十四条の規定は、前項の規定による命令に従つて行う補助事業等について準用する。 
  
  第四章 補助金等の返還等 
 
（決定の取消） 
第十七条  各省各庁の長は、補助事業者等が、補助金等の他の用途への使用をし、その他補
助事業等に関して補助金等の交付の決定の内容又はこれに附した条件その他法令又はこれに
基く各省各庁の長の処分に違反したときは、補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消す
ことができる。 
２  各省各庁の長は、間接補助事業者等が、間接補助金等の他の用途への使用をし、その他間
接補助事業等に関して法令に違反したときは、補助事業者等に対し、当該間接補助金等に係る
補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
３  前二項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があつた後におい
ても適用があるものとする。 
４  第八条の規定は、第一項又は第二項の規定による取消をした場合について準用する。 
（補助金等の返還） 
第十八条  各省各庁の長は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の
当該取消に係る部分に関し、すでに補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還
を命じなければならない。 
２  各省各庁の長は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確定した場合において、すで
にその額をこえる補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じなければなら
ない。 
３  各省各庁の長は、第一項の返還の命令に係る補助金等の交付の決定の取消が前条第二項
の規定によるものである場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、政令で定めると
ころにより、返還の期限を延長し、又は返還の命令の全部若しくは一部を取り消すことができる。 
（加算金及び延滞金） 
第十九条  補助事業者等は、第十七条第一項の規定又はこれに準ずる他の法律の規定による
処分に関し、補助金等の返還を命ぜられたときは、政令で定めるところにより、その命令に係る補
助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金等の額（その一部を納付した場
合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年十・九五パーセントの割合
で計算した加算金を国に納付しなければならない。 
２  補助事業者等は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかつたときは、
政令で定めるところにより、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき
年十・九五パーセントの割合で計算した延滞金を国に納付しなければならない。 
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（政令への委任） 

第二十八条  この法律に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

   第六章 罰則 

 

第二十九条  偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受け、又は間接補助金等の交付若

しくは融通を受けた者は、五年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科す

る。 

２  前項の場合において、情を知つて交付又は融通をした者も、また同項と同様とする。 

第三十条  第十一条の規定に違反して補助金等の他の用途への使用又は間接補助金等の他

の用途への使用をした者は、三年以下の懲役若しくは五十万円以下の罰金に処し、又はこれを

併科する。 

第三十一条  次の各号の一に該当する者は、三万円以下の罰金に処する。 

一  第十三条第二項の規定による命令に違反した者 

二  法令に違反して補助事業等の成果の報告をしなかつた者 

三  第二十三条の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、検査を拒み、妨げ、若しくは

忌避し、又は質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした者 

第三十二条  法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定のあるものを含む。以下この項に

おいて同じ。）の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は

人の業務に関し、前三条の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほか、当該法人又は人に

対し各本条の罰金刑を科する。 

２  前項の規定により法人でない団体を処罰する場合においては、その代表者又は管理人が訴

訟行為につきその団体を代表するほか、法人を被告人とする場合の刑事訴訟に関する法律の規

定を準用する。 

第三十三条  前条の規定は、国又は地方公共団体には、適用しない。 

２  国又は地方公共団体において第二十九条から第三十一条までの違反行為があつたときは、

その行為をした各省各庁の長その他の職員又は地方公共団体の長その他の職員に対し、各本

条の刑を科する。 

附 則 抄  

１  この法律は、公布の日から起算して三十日を経過した日から施行する。ただし、昭和二十九

年度分以前の予算により支出された補助金等及びこれに係る間接補助金等に関しては、適用し

ない。 

２  この法律の施行前に補助金等が交付され、又は補助金等の交付の意思が表示されている事

務又は事業に関しては、政令でこの法律の特例を設けることができる。 

 

   附 則 （昭和三四年四月二〇日法律第一四八号） 抄  

（施行期日） 

１  この法律は、国税徴収法（昭和三十四年法律第百四十七号）の施行の日から施行する。 

（公課の先取特権の順位の改正に関する経過措置） 

７  第二章の規定による改正後の各法令（徴収金の先取特権の順位に係る部分に限る。）の規定

は、この法律の施行後に国税徴収法第二条第十二号に規定する強制換価手続による配当手続

が開始される場合について適用し、この法律の施行前に当該配当手続が開始されている場合に

おける当該法令の規定に規定する徴収金の先取特権の順位については、なお従前の例による。 

 

   附 則 （昭和三七年九月一五日法律第一六一号） 抄  

１  この法律は、昭和三十七年十月一日から施行する。 

２  この法律による改正後の規定は、この附則に特別の定めがある場合を除き、この法律の施行

前にされた行政庁の処分、この法律の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為その他この法

律の施行前に生じた事項についても適用する。ただし、この法律による改正前の規定によつて生

じた効力を妨げない。 

３  この法律の施行前に提起された訴願、審査の請求、異議の申立てその他の不服申立て（以

下「訴願等」という。）については、この法律の施行後も、なお従前の例による。この法律の施行前

にされた訴願等の裁決、決定その他の処分（以下「裁決等」という。）又はこの法律の施行前に提

起された訴願等につきこの法律の施行後にされる裁決等にさらに不服がある場合の訴願等につ

いても、同様とする。 

４  前項に規定する訴願等で、この法律の施行後は行政不服審査法による不服申立てをすること

ができることとなる処分に係るものは、同法以外の法律の適用については、行政不服審査法によ

る不服申立てとみなす。 

５  第三項の規定によりこの法律の施行後にされる審査の請求、異議の申立てその他の不服申

立ての裁決等については、行政不服審査法による不服申立てをすることができない。 

６  この法律の施行前にされた行政庁の処分で、この法律による改正前の規定により訴願等をす

ることができるものとされ、かつ、その提起期間が定められていなかつたものについて、行政不服

審査法による不服申立てをすることができる期間は、この法律の施行の日から起算する。 

８  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

９  前八項に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

   附 則 （昭和四五年四月一日法律第一三号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成五年一一月一二日法律第八九号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、行政手続法（平成五年法律第八十八号）の施行の日から施行する。 

（諮問等がされた不利益処分に関する経過措置） 

第二条  この法律の施行前に法令に基づき審議会その他の合議制の機関に対し行政手続法第

十三条に規定する聴聞又は弁明の機会の付与の手続その他の意見陳述のための手続に相当す

る手続を執るべきことの諮問その他の求めがされた場合においては、当該諮問その他の求めに

係る不利益処分の手続に関しては、この法律による改正後の関係法律の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

 

３  各省各庁の長は、前二項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、政令で

定めるところにより、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

（他の補助金等の一時停止等） 

第二十条  各省各庁の長は、補助事業者等が補助金等の返還を命ぜられ、当該補助金等、加

算金又は延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、その者に対して、同種の事務又は

事業について交付すべき補助金等があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、

又は当該補助金等と未納付額とを相殺することができる。 

（徴収） 

第二十一条  各省各庁の長が返還を命じた補助金等又はこれに係る加算金若しくは延滞金は、

国税滞納処分の例により、徴収することができる。 

２  前項の補助金等又は加算金若しくは延滞金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐも

のとする。 

 

   第五章 雑則 

 

（理由の提示） 

第二十一条の二  各省各庁の長は、補助金等の交付の決定の取消し、補助事業等の遂行若しく

は一時停止の命令又は補助事業等の是正のための措置の命令をするときは、当該補助事業者

等に対してその理由を示さなければならない。 

（財産の処分の制限） 

第二十二条  補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した政令で定める財

産を、各省各庁の長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、政令で定める場合は、この限りでない。 

（立入検査等） 

第二十三条  各省各庁の長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要があるとき

は、補助事業者等若しくは間接補助事業者等に対して報告をさせ、又は当該職員にその事務所、

事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることがで

きる。 

２  前項の職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係者の要求があるときは、これを提示しなけ

ればならない。 

３  第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

（不当干渉等の防止） 

第二十四条  補助金等の交付に関する事務その他補助金等に係る予算の執行に関する事務に

従事する国又は都道府県の職員は、当該事務を不当に遅延させ、又は補助金等の交付の目的

を達成するため必要な限度をこえて不当に補助事業者等若しくは間接補助事業者等に対して干

渉してはならない。 

（行政手続法 の適用除外） 

第二十四条の二  補助金等の交付に関する各省各庁の長の処分については、行政手続法 （平

成五年法律第八十八号）第二章 及び第三章 の規定は、適用しない。 

（不服の申出） 

第二十五条  補助金等の交付の決定、補助金等の交付の決定の取消、補助金等の返還の命令

その他補助金等の交付に関する各省各庁の長の処分に対して不服のある地方公共団体（港湾

法 （昭和二十五年法律第二百十八号）に基く港務局を含む。以下同じ。）は、政令で定めるところ

により、各省各庁の長に対して不服を申し出ることができる。 

２  各省各庁の長は、前項の規定による不服の申出があつたときは、不服を申し出た者に意見を

述べる機会を与えた上、必要な措置をとり、その旨を不服を申し出た者に対して通知しなければ

ならない。 

３  前項の措置に不服のある者は、内閣に対して意見を申し出ることができる。 

（事務の実施） 

第二十六条  各省各庁の長は、政令で定めるところにより、補助金等の交付に関する事務の一

部を各省各庁の機関に委任することができる。 

２  国は、政令で定めるところにより、補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行うこと

とすることができる。 

３  前項の規定により都道府県が行うこととされる事務は、地方自治法 （昭和二十二年法律第六

十七号）第二条第九項第一号 に規定する第一号 法定受託事務とする。 

（行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律 の適用除外） 

第二十六条の二  この法律又はこの法律に基づく命令の規定による手続については、行政手続

等における情報通信の技術の利用に関する法律 （平成十四年法律第百五十一号）第三条 及び

第四条 の規定は、適用しない。 

（電磁的記録による作成） 

第二十六条の三  この法律又はこの法律に基づく命令の規定により作成することとされている申

請書等（申請書、書類その他文字、図形等人の知覚によつて認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。次条において同じ。）については、当該申請書等に記載すべき事

項を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することが

できない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものとして各

省各庁の長が定めるものをいう。次条第一項において同じ。）の作成をもつて、当該申請書等の

作成に代えることができる。この場合において、当該電磁的記録は、当該申請書等とみなす。 

（電磁的方法による提出） 

第二十六条の四  この法律又はこの法律に基づく命令の規定による申請書等の提出については、

当該申請書等が電磁的記録で作成されている場合には、電磁的方法（電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて各省各庁の長が定めるものをいう。

次項において同じ。）をもつて行うことができる。 

２  前項の規定により申請書等の提出が電磁的方法によつて行われたときは、当該申請書等の

提出を受けるべき者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当該

提出を受けるべき者に到達したものとみなす。 

（適用除外） 

第二十七条  他の法律又はこれに基く命令若しくはこれを実施するための命令に基き交付する

補助金等に関しては、政令で定めるところにより、この法律の一部を適用しないことができる。 
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   附 則 （平成一四年一二月一三日法律第一五二号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成十四年法

律第百五十一号）の施行の日から施行する。 

（罰則に関する経過措置） 

第四条  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第五条  前三条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

（罰則に関する経過措置） 

第十三条  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（聴聞に関する規定の整理に伴う経過措置） 

第十四条  この法律の施行前に法律の規定により行われた聴聞、聴問若しくは聴聞会（不利益

処分に係るものを除く。）又はこれらのための手続は、この法律による改正後の関係法律の相当規

定により行われたものとみなす。 

（政令への委任） 

第十五条  附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過

措置は、政令で定める。 

 

   附 則 （平成一一年七月一六日法律第八七号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

一  第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款名を加える改正規

定（同法第二百五十条の九第一項に係る部分（両議院の同意を得ることに係る部分に限る。）に

限る。）、第四十条中自然公園法附則第九項及び第十項の改正規定（同法附則第十項に係る部

分に限る。）、第二百四十四条の規定（農業改良助長法第十四条の三の改正規定に係る部分を

除く。）並びに第四百七十二条の規定（市町村の合併の特例に関する法律第六条、第八条及び

第十七条の改正規定に係る部分を除く。）並びに附則第七条、第十条、第十二条、第五十九条

ただし書、第六十条第四項及び第五項、第七十三条、第七十七条、第百五十七条第四項から第

六項まで、第百六十条、第百六十三条、第百六十四条並びに第二百二条の規定 公布の日 

（国等の事務） 

第百五十九条  この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律の施

行前において、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又は執行する国、

他の地方公共団体その他公共団体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」という。）

は、この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政令により当該地方公共団体

の事務として処理するものとする。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第百六十条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及

び附則第百六十三条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定によりされた

許可等の処分その他の行為（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行

の際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請その他の行為（以下こ

の条において「申請等の行為」という。）で、この法律の施行の日においてこれらの行為に係る行

政事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第二条から前条までの規定又は改正後のそ

れぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定に定めるものを除き、この法

律の施行の日以後における改正後のそれぞれの法律の適用については、改正後のそれぞれの

法律の相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。 

２  この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機関に対

し報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手

続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほ

か、これを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関に対

して報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項についてその手続がされていない

ものとみなして、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。 

（不服申立てに関する経過措置） 

第百六十一条  施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁（以

下この条において「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下

この条において「上級行政庁」という。）があったものについての同法による不服申立てについて

は、施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁があるものとみなして、行政不服

審査法の規定を適用する。この場合において、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、

施行日前に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁とする。 

２  前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であるときは、

当該機関が行政不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方自治法第二条第

九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

（手数料に関する経過措置） 

第百六十二条  施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令

を含む。）の規定により納付すべきであった手数料については、この法律及びこれに基づく政令に

別段の定めがあるもののほか、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第百六十三条  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百六十四条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則

に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

２  附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の規定の適用に関して必要な事項は、政令

で定める。 

（検討） 

第二百五十条  新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務について

は、できる限り新たに設けることのないようにするとともに、新地方自治法別表第一に掲げるもの及

び新地方自治法に基づく政令に示すものについては、地方分権を推進する観点から検討を加え、

適宜、適切な見直しを行うものとする。 

第二百五十一条  政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できるよ

う、国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保の方途について、経済情勢

の推移等を勘案しつつ検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

第二百五十二条  政府は、医療保険制度、年金制度等の改革に伴い、社会保険の事務処理の

体制、これに従事する職員の在り方等について、被保険者等の利便性の確保、事務処理の効率

化等の視点に立って、検討し、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講

ずるものとする。 
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